
令和３年２月２日 

国 税 庁 

申告所得税、贈与税及び個人事業者の消費税の申告・納付期限を 

令和３年４月 15 日（木）まで延長します 

  今般、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の期間が令和

２年分所得税の確定申告期間（令和３年２月 16 日～３月 15 日）と重なることを踏

まえ、十分な申告期間を確保して確定申告会場の混雑回避の徹底を図る観点から、

申告所得税（及び復興特別所得税）、贈与税及び個人事業者の消費税（及び地方消

費税）の申告期限・納付期限について、全国一律で令和３年４月 15 日（木）まで

延長することといたしました。 

これに伴い、申告所得税及び個人事業者の消費税の振替納税をご利用されている

方の振替日についても、下記のとおり延長することといたしました。 

○ 申告期限・納付期限

税 目 当 初 延 長 後 

申 告 所 得 税 令和３年３月 15 日(月) 

令和３年４月 15 日(木) 個人事業者の消費税 令和３年３月 31 日(水) 

贈 与 税 令和３年３月 15 日(月) 

○ 振替日

税 目 当 初 延 長 後 

申 告 所 得 税 令和３年４月 19 日(月) 令和３年５月 31 日(月) 

個人事業者の消費税 令和３年４月 23 日(金) 令和３年５月 24 日(月) 

確定申告会場については、レイアウト・運営方法を昨年とは大幅に見直しており、

換気・消毒・距離確保といった感染症対策や時間指定の入場整理券の導入等により

三密回避を徹底することで、安心してご相談いただける環境整備を進めております。 

なお、令和３年３月 16 日（火）以降は、会場によっては相談スペースの確保に

制約が生じることも予想されます。会場での申告相談をご希望の方は、申告のご準

備が整い次第、可能な範囲内でお早めの来場をお願いいたします。 

（参考）確定申告会場への来場を検討されている方へ 

  また、申告や相談に当たっては、ご自宅等からも e-Tax や電話相談・チャットボ

ットをご利用いただけますので、感染症対策の観点からもぜひご利用ください。 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/kansensho/pdf/taisaku_02.pdf
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令和2年分

所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引き
確定申告書A用

税務署 この社会あなたの税がいきている

確定申告書は、パソコンやスマホで作成できます！
　国税庁ホームページで、申告書を作成することができます。

◆  作成した申告書は、マイナンバーカードとICカードリーダライタ又はマイナンバーカード読取対
応のスマートフォンを用意すれば「e-Tax（電子申告）」を利用して提出できます。

◆  マイナンバーカードを使用してマイナポータルと連携すれば、生命保険料控除等の情報を取得で
き、申告書に自動入力することができます。

◆  事前に税務署で手続していただければ、マイナンバーカードとICカードリーダライタ等をお持ちで
ない方でも、e-Taxをご利用できます。

　詳しくは、国税庁ホームページをご覧ください。 確定申告

お 知 ら せ

● 確定申告書Aは、申告する所得が給与所得や公的年金等・その他の雑所得、総合課税の配当所得、一
時所得のみの方が使用できます。予定納税額のある方は、確定申告書Bを使用します。

● この手引きは、一般的な事項を説明しています。
● この手引きでは、所得税及び復興特別所得税を「所得税等」といいます。

給与所得控除・公的年金等控除が一律10万円引き下げられました。
このほか、控除上限額なども変わりました。
※詳しくは10～13ページをご覧ください。

給与所得控除・公的年金等控除が変わりました

婚姻歴や性別に関わらず一定の要件を満たす場合は、35万円を控除
することができるひとり親控除が創設されました。
※ 詳しくは18ページをご覧ください。

ひとり親控除が創設されました

控除額が10万円引き上げられ、48万円になりました。
ただし、合計所得金額が2,400万円を超える方は、その合計所得金額
に応じて控除額が変わります。
※ 詳しくは21ページをご覧ください。

基礎控除が変わりました

マイナンバーの記載等について
確定申告書を提出する際は、毎回
マイナンバー（12桁）の記載 本人確認書類の提示又は写しの添付 が必要です。

確定申告に関する疑問は、国税庁ホームページ
税務相談チャットボットの「税務職員ふたば」にご相談ください。
お問合せ内容をメニューから選択するか、
文字を入力いただくことにより、
人工知能（AI）を活用して自動でお答えします。

スマホはこちらから

確定申告でお困りのときは“ふたば”にご相談ください。

税務職員ふたば
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令和2年分の所得税等の確定申告の相談及び申告書の受付
令和3年２月16日（火）から同年３月15日（月）まで
還付申告書は、令和3年２月15日（月）以前でも提出できます。
税務署の閉庁日（土・日曜・祝日等）は、通常、税務署での相談及び申告書の受付は行っておりません。
ただし、一部の税務署では、2月21日（日）と2月28日（日）に限り、確定申告の相談及び申告書の受付を行います。
詳しくは、国税庁ホームページで確認されるか、最寄りの税務署にお尋ねください。

申告書の提出方法
①e-Taxで申告する。
国税庁ホームページで作成した申告書等は、e-Taxにより送信できます。詳しくは国税庁ホームページをご確
認ください。
②郵便又は信書便により、住所地等の所轄税務署に送付する。
○確定申告書は、「信書」に当たることから、税務署に送付する場合には、「郵便物」（第一種郵便物）又は「信書便物」と
して送付する必要があります（郵便物・信書便物以外の荷物扱いで送付することはできません。）。
詳しくは、総務省ホームページをご覧ください。
○通信日付印を提出日とみなします。通信日付印が申告期限内となるよう、お早めにご送付ください。

③住所地等の所轄税務署の受付に提出する。
税務署の時間外収受箱への投函により、提出することもできます。

◆収受日付印のある確定申告書の控えが必要な場合
○郵便又は信書便による送付又は税務署の時間外収受箱への投函により申告書を提出する場合は、複写により作成した（複
写式でないものについては、ボールペンで記載した）申告書の控えのほか返信用封筒（宛名をご記入の上、所要額の切手
を貼付してください。）を同封してください。
○申告書を税務署の受付に提出する場合は、その提出の際に、申告書の控えをお持ちください。
○申告書の控えへの収受日付印の押印は、収受の事実を確認するものであり、内容を証明するものではありません。

目　次 ページ

1. 申告手続の流れ 1
2. 申告書の書き方
申告書の記載例①（収入が公的年金のみの場合） 5
申告書の記載例②（給与やその他の収入がある場合） 7
手順1　▶住所、氏名などを記入する 9
手順2　▶収入金額等、▶所得金額等を計算する 10
手順3　▶所得から差し引かれる金額（所得控除）を計算する 15
手順4　▶税金の計算をする 25
手順5　▶その他、▶延納の届出、▶還付される税金の受取場所を記入する 29
手順6　▶住民税に関する事項を記入する 30

（参考）申告や納税について知っておきたいこと 32
3. 申告書に添付・提示する書類 41
4. 医療費控除の明細書 43
5. 振替納税の新規（変更）申込み 45
6.下書き用申告書 46

1.申告手続の流れ
Step3
申告書を税務署に
提出する

Step4
納付する 又は
還付を受ける

Step1
書類を準備する
源泉徴収票　など

（41ページ）

Step2
申告書などを
作成する

（5ページ）
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納税の方法
　納付手続は、次のとおり様々な方法がありますので、ご自身で選択し、納付手続を行ってください。
　なお、各納付手続の詳しい内容については、国税庁ホームページをご覧ください。

申告書の提出後に、納付書の送付や納税通知等による納税のお知らせはありません。

令和2年分の所得税等の確定申告分（第３期分）の納期限は、
令和3年３月15日（月）  です。

①振替納税を利用する。
令和2年分の所得税等の確定申告分（第３期分）の振替日は、
令和3年4月19日（月）  です。

確実に振替納税できるよう、振替日の前日までに預貯金残高をご確認ください。
なお、振替納税は申告期限までに申告書を提出された場合に限り利用できます。

※ 振替納税の場合には、領収証書は発行されませんのでご注意ください。

令和２年分の所得税等の確定申告分（第３期分）の振替納税のお申込み期限は、
令和３年３月15日（月）  です。

 令和３年１月から「預貯金口座振替依頼書兼納付書送付依頼書」がe-Taxにより提
出できるようになりました。
金融機関届出印や電子証明書は不要です。
詳しくは、国税庁ホームページの「申告所得税及び復興特別所得税、消費税及び地方消費税
　 （個人事業者）の振替納税手続による納付」（https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu/
24100020.htm）をご覧ください。
　なお、書面でご提出の場合は、この手引きの45ページの「預貯金口座振替依頼書兼納付書
　送付依頼書」に必要事項をご記入の上、所轄税務署又は金融機関に提出してください。

※ 転居等により所轄税務署が変わった場合や、振替納税で指定している金融機関や口
座を変更する場合には、新たに振替納税（変更）の手続が必要となります。
なお、転居等により所轄税務署が変わった方で、異動前の所轄税務署に異動後も継続して振替納税を行う旨を
記載した「所得税・消費税の納税地の異動又は変更に関する届出書」を提出した場合は、あらたに振替納税（変更）
の手続は不要です。

②e-Taxで納付する。
自宅等からインターネットを利用して納付できます。
　詳しくは、e-Taxホームページの「電子納税」（https://www.e-tax.nta.go.jp/nozei.html）を
ご覧ください。

③クレジットカードで納付する。
インターネットを利用して「国税クレジットカードお支払サイト」から納付できます。
詳しくは、国税庁ホームページの「クレジットカード納付の手続」（https://www.nta.go.jp/

taxes/tetsuzuki/shinsei/nofu-shomei/nofu/credit_nofu/index.htm）をご覧ください。

④ＱＲコードによりコンビニエンスストアで納付する。
ご自宅などで、国税庁ホームページで提供する作成システム等から納付に必要な情報をＱＲコー
ド（※1）として作成（印刷）し、コンビニエンスストアで納付（※2）できます。
詳しくは、国税庁ホームページの「国税の納付手続」にある「コンビニ納付（QRコード）」（https://
www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu/conveni_qr_nofu/index.htm）をご覧ください。
※1 「QRコード」は、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
※2 納付できる金額は30万円以下となります。

左記のサイトは上
のコードからもご
覧になれます。

左記のサイトは上
のコードからもご
覧になれます。

左記のサイトは上
のコードからもご
覧になれます。

左記のサイトは上
のコードからもご
覧になれます。



3

確定申告が必要な方
次の①から④のいずれかに該当する方は、所得税等の確定申告が必要です。

❶ 給与所得が
ある方

大部分の方は、
年末調整により
所得税等が精算
されるため、申
告は不要です。
※ 確定申告をす
る場合には、
年末調整を受
けた給与所得
も含めて申告
が必要です。

次の計算において残額があり、さらに（1）から（6）のいずれかに該当する

所得税額から、配当控除額と年末調整
の際に控除を受けた（特定増改築等）住
宅借入金等特別控除額を差し引きます。

各種の所得の合計額（譲渡所得や山林
所得を含む。）から、所得控除を差し引
いて、課税される所得金額を求めます。

課税される所得金額に
所得税の税率を乗じて、
所得税額を求めます。

（1） 給与の収入金額が2,000万円を超える
（2） 給与を1か所から受けていて、かつ、その給与の全部が源泉徴収の対象となる場合において、各

種の所得金額（給与所得、退職所得を除く。）の合計額が20万円を超える
（例） 給与を1か所から受けていて、公的年金等による収入金額が80万円（65歳以上の方（昭和

31年1月1日以前に生まれた方）は、130万円）を超える場合
※ 給与の収入金額が75万円以下の方は、【年金所得者に係る確定申告不要制度について】（➡4ページ）も
参照してください。

（3） 給与を2か所以上から受けていて、かつ、その給与の全部が源泉徴収の対象となる場合において、
年末調整をされなかった給与の収入金額と、各種の所得金額（給与所得、退職所得を除く。）との
合計額が20万円を超える
※ 給与所得の収入金額の合計額から、所得控除の合計額（雑損控除、医療費控除、寄附金控除及び基礎控除
を除く。）を差し引いた残りの金額が150万円以下で、さらに各種の所得金額（給与所得、退職所得を除
く。）の合計額が20万円以下の方は、申告は不要です。

（4） 同族会社の役員やその親族などで、その同族会社からの給与のほかに、貸付金の利子、店舗・
工場などの賃貸料、機械・器具の使用料などの支払を受けた 

（5） 給与について、災害減免法により所得税等の源泉徴収税額の徴収猶予や還付を受けた
（6） 在日の外国公館に勤務する方や家事使用人の方などで、給与の支払を受ける際に所得税等を源泉

徴収されないこととなっている

所得税等の確定申告とは
所得税等の確定申告は、1月1日から12月31日までの1年間に生じた全ての所得
の金額とそれに対する所得税等の額を計算し、申告期限までに確定申告書を提出して、
源泉徴収された税金や予定納税で納めた税金などとの過不足を精算する手続です。
※ 平成25年分から令和19年分まで、東日本大震災からの復興を図るための施策に必要な財源を確保する
ため、復興特別所得税を所得税と併せて申告・納付することとされています。

※ 居住者のうち非永住者以外の方は、その源泉が国内であるか国外であるかを問わず、全ての所得につい
て所得税等を納める義務があります。
なお、非永住者の方は課税所得の範囲が異なります。

◆用語の解説
「予定納税」とは、前年の所得
などを基にして計算した予定
納税基準額が15万円以上の
場合に、その年の所得税等の
一部をあらかじめ納付する制
度です。
「居住者」とは、日本国内に住
所を有している方又は現在ま
で引き続いて1年以上居所を
有している方をいいます。
「非永住者」とは、居住者のう
ち、日本国籍を有しておらず、
かつ、過去10年以内におい
て国内に住所又は居所を有し
ていた期間の合計が5年以下
である方をいいます。

⑤金融機関又は税務署の窓口で現金で納付する。
金融機関又は所轄税務署の窓口で、現金に納付書を添えて納付する方法です。
　なお、納付書をお持ちでない方は、税務署又は所轄税務署管内の金融機関に用意してある納付書を使用して
ください。
　金融機関に納付書がない場合は、所轄税務署までご連絡ください。
※税金の延納について（➡29ページ）

還付金の受取方法
申告書に記入した金融機関の預貯金口座に還付金が振り込まれます。
預貯金口座への振込みによることができない場合には、最寄りのゆうちょ銀行各店舗又は郵便局に出向いて受け取る方法も
あります。
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確定申告をすれば税金が戻る方
次のいずれかに当てはまる方などで、源泉徴収された税金や予定納税をした税金が納め過ぎになっている場合には、
還付を受けるための申告（還付申告）により税金が還付されます。
※源泉徴収税額のない場合（源泉徴収票の「源泉徴収税額」欄が「０」となっている場合等）には、還付される税金はあ
りません。
なお、給与所得者や、公的年金等に係る雑所得がある方（年金所得者）で確定申告の必要がない方が還付申告をする
場合は、その他の各種の所得（退職所得を除く。）も申告が必要です。

区　分 概　要

❶ 総合課税の配当所得や
原稿料などがある方

年間の所得が一定額以下である場合
※ 一定額は、あなたの所得金額や源泉徴収された税金などにより異なります。

❷ 給与所得者 雑損控除や医療費控除、寄附金控除、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除（年末調整で控除を
受けている場合を除く。）、政党等寄附金特別控除、認定NPO法人等寄附金特別控除、公益社団
法人等寄附金特別控除、住宅耐震改修特別控除、住宅特定改修特別税額控除、認定住宅新築等
特別税額控除などを受けられる場合

❸ 所得が公的年金等に係
る雑所得のみの方

生命保険料控除や地震保険料控除、雑損控除、医療費控除、寄附金控除などを受けられる場
合

❹ 年の中途で退職した後
就職しなかった方

給与所得について年末調整を受けていない場合

❺ 退職所得がある方 次のいずれかに該当する場合
● 退職所得を除く各種の所得の合計額から所得控除を差し引くと赤字になる
● 退職所得の支払を受けるときに『退職所得の受給に関する申告書』を提出しなかったため、
20.42%の税率で源泉徴収がされ、その所得税等の源泉徴収税額が退職所得について再
計算した税額を超えている

※ 退職所得の計算方法は、34ページを参照してください。

【年金所得者に係る確定申告不要制度について】
以下のいずれにも該当する場合には、計算の結果、納税額がある場合でも所得税等の確定申告は必要ありません。
①公的年金等（その全部（※）が源泉徴収の対象となるものに限ります。）の収入金額が400万円以下
※ 所得税法第203条の7（源泉徴収を要しない公的年金等）の規定の適用を受けるものを除きます。
②公的年金等に係る雑所得以外の所得金額が20万円以下
※ 上記の場合でも、次の「確定申告をすれば税金が戻る方」に該当する場合には、還付を受けるための申告（還付申告）を行うこと
により税金が還付されます。
※ 住民税については、40ページを参照してください。

❷ 公的年金等
に係る雑所
得のみの方

公的年金等に係る雑所得の金額から所得控除を差し引くと、残額がある
※ 確定申告不要制度は、下記の【年金所得者に係る確定申告不要制度について】を参照してください。

❸ 退職所得が
ある方

外国企業から受け取った退職金など、源泉徴収されないものがある
※ 退職金などの支払者に『退職所得の受給に関する申告書』を提出した場合、一般的に、退職所得に係る所得税等
は源泉徴収により課税が済むことになりますので、退職所得の申告は不要となります。
なお、退職所得以外の所得がある方は、①又は④を参照してください。

❹ ❶～❸以外
の方

次の計算において残額がある
各種の所得の合計額（譲渡所得や山林
所得を含む。）から、所得控除を差し引
いて、課税される所得金額を求めます。

所得税額から、配当
控除額を差し引きま
す。

課税される所得金額に
所得税の税率を乗じて、
所得税額を求めます。

※ 上場株式等に係る譲渡損失と配当所得等との損益通算及び繰越控除の特例の適用を受けようとする方などは、①から④に当てはま
らない方であっても確定申告が必要です。
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（　　　　　　）

税務署長
所 得 税 及 び
復興特別所得税日 令和 年分の の確定申告書A月年令和

住 所

個人番号

フリガナ

世帯主の氏名 世帯主との続柄

自　宅・勤務先・携　帯生年
月日

電話
番号

氏名

令和　年
１月１日
の 住 所

（又は居所）

整理
番号（単位は円）

雑

給 与 区
分

合 計
（①＋⑤＋⑥＋⑦）

合 計
（◯＋◯＋◯＋◯）

区
分

配 偶 者
（特別）控除

区
分
２

区
分
１

区
分

区
分

区
分

区
分

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

⑰
～⑱

⑮
～⑯

⑬
～⑭

課税される所得金額
（ ⑧ － ◯ ）

上の◯に対する税額

配 当 控 除
（特定増改築等）
住宅借入金等
特 別 控 除

区
分
２

区
分
１

政党等寄附金等特別控除

差 引 所 得 税 額

住宅耐震改修
特 別 控 除 等

区
分

災 害 減 免 額
再 差 引 所 得 税 額
（ 基 準 所 得 税 額 ）

復興特別所得税額

所得税及び復興特別所得税の額

～

～

（ ◯ ＋ ◯）

（◯－◯－◯－◯）

（ ◯ × 2 .1％）

外国税額控除等

申告納税額 納める税金
還付される
税 金

源 泉 徴 収 税 額

区
分

配偶者の合計所得金額

公的年金等以外の
合 計 所 得 金 額

未納付の源泉徴収税額

雑所得・一時所得の
源泉徴収税額の合計額

延 納 届 出 額

申 告 期 限 ま で に
納 付 す る 金 額

そ

の

他
延
納
の
届
出

税

金

の

計

算

郵便局
名　等
口座番号
記号番号

受

取

場

所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

預 金
種 類

普通 当座 貯蓄納税準備

銀行
金庫・組合
農協・漁協

本店・支店
出張所
本所・支所

整

理

欄

区
分
異
動
管
理
補
完
納
管

事
績

住
民

検
算

確
認

一連
番号

通　信
日付印

年 月 日

（ ◯ － ◯ ）

◯－◯－◯－◯－◯
－◯－◯－◯－◯

収
入
金
額
等

所

得

金

額

等

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

◯
・
◯
・
◯
又
は
◯
の
記
入
を
お
忘
れ
な
く
。

第
一
表  

（
令
和
ニ
年
分
以
降
用
）

30
32

33
35

～
41
42

－ －

受付印

配 当

一 時

給 与

配 当

一 時

公的年金等

業 務

そ の 他

②から④までの計

雑

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦、ひとり親控除

基 礎 控 除

⑨から⑳までの計

雑 損 控 除

医療費控除 　　

寄 附 金 控 除

⑲

⑳

24

25

23

22

21

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

勤労学生、障害者控除

－ －
○印

税 理 士
署名押印
電話番号

税理士法書面提出

25

26

27 28 29 30 31
32 33 34 35

36 37

38

38 39

4140 42 43

26

27

28

29

36

37

38

39

40

39

40

44

45

43

44

45

46

47

48

49

50

51

扶 養 控 除

公的年金等

業 務 　 　

そ の 他

21 22 23 24

F A 2 0 0 0

申告書の記載例①（収入が公的年金のみの場合）

○ この手引きの各項目における記載例は、原則として7ページの「申告書の記載例②」を使用しています。
○ 申告書は複写式になっています。申告書第一表と第二表を折りたたんだまま記入せず、広げるか、中央のミシン線で切り離してから記入
します。

○ 申告書は、黒いインクのボールペンで、強く記入します。※この手引きでは、記入した部分を便宜上青色で印刷しています。
○ 2枚目は複写式の控えになっていますが、申告書を提出するときは、2枚目は取り外してください。
● マス目に数字を記入する場合は、記入例①にならって、マス目の中に丁寧に記入してください。
● 1億円以上の金額がある場合は、記入例②にならって記入してください。
● 訂正する場合は、記入例③にならって、訂正する文字を二重線で抹消し、上の欄などの余白に適宜記入してください。

縦線1本 すきまをあける 上に突き抜ける 角をつくる 閉じる

記入例③記入例②記入例①

この記載例は、年金所得者に係る確定申告不要制度（➡4ページ）の対象となる方が還付申告をする場合を示しています。

手順4
25ページ参照

手順1
9ページ参照

手順3
15ページ参照

手順2
10ページ参照

手順5
29ページ参照
該当する事項
がある方のみ
記入

手順5
29ページ参照
還付される税
金のある方の
み記入

ア❶＋❷❶＋❷

22❸＋❹❸＋❹

降降降降降降降降降降降
用
）

◯
・
◯
・
◯
又
は
◯
の
記
入入入入入入入入入入

◯◯

◯◯

◯◯

◯◯

ををををををををををを
お
忘
れ
な
く
。

分

所所所所所 公的年金等 ②

第
一

個人番号

確定申告書には、
毎回、マイナン
バー（個人番号）
を記入する必要
があります。

第一表

2.申告書の書き方 申告書の書き方を
順に説明します。手
順に沿って申告書
を作成しましょう。

雑所得で計
算した金額
（➡11ページ）
を記入



添
付
書
類

医
療
費
控
除
の
明
細
書

記
載
例

手
順
１

手
順
3

手
順
4

手
順
5

手
順
6

手
順
2

申
告
手
続
の
流
れ

6

知
っ
て
お
き
た
い
こ
と

振
替
納
税
申
込
み
書

下
書
き
用
申
告
書

記
載
例

申
告
手
続
の
流
れ

記
載
例

ひとり親
寡 婦 勤 労 学 生

障 特障 国外 年調 同一 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障

円 円 円 円 円 円 円

特障 国外 年調 16 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障 害 者 特  別
障 害 者

住
民
税

所 得 税 及 び
復興特別所得税令和 年分の の確定申告書A

氏 名

住 所

フリ 　ガナ

所得の種類 種 目 収 入 金 額

損 害 の 原 因収 入 金 額 支 出 金 額 差 引 金 額

損害金額

氏 名 個 人 番 号

上記の配偶者・親族のうち
別居の者の氏名・住所

生 年 月 日 障 害 者 国外居住 住民税 その他続柄

配偶者

非上場株式の
少額配当等を含む
配当所得の金額

非居住者 配当割額控除額
特別徴収 自分で納付

共同募金、日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

都道府県、市区町村
への寄附

（特例控除対象）

保険金などで
補塡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

損 害 年 月 日 損害を受けた資産の種類など

・ ・

・ ・

給与などの支払者の
名 称 ・ 所 在 地 等 源泉徴収税額

保 険 料 等 の 種 類

合 計

合 計

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

□ 死別　□ 生死不明
□ 離婚　□ 未 帰 還

　 年調以外かつ□　 専修学校等

支払保険料等の計 うち年末調整等以外

◯ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）

◯ 本人に関する事項（⑬～⑯）

◯ 一時所得に関する事項（⑦）

◯ 特例適用条文等

◯ 配偶者や親族に関する事項（⑯～⑲）

◯ 住民税に関する事項

円円

円 円

円 円

円 円

円

円 円 円

円

源泉徴収税額の合計額43

22

円

⑨
社
会
保
険
料
控
除

⑪
生
命
保
険
料
控
除

氏
名

住
所

⑩
等
掛
金
控
除

小
規
模
企
業
共
済

⑫
料

控

除

地
震
保
険

◯ 保険料控除等に関する事項（⑨～⑫）

◯ 雑損控除に関する事項（◯）

寄附先の
名 称 等 寄附金

円

円 円 円

24◯ 寄附金控除に関する事項（◯）

整理
番号

明･大
昭･平

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

F A 2 1 0 0

例
〈所得から差し引かれる金額に関する事項〉

〈公的年金等の源泉徴収票〉

円

❷

円

手順3
15ページ参照

手順1
9ページ参照

手順2
10ページ参照

28ページ
参照

手順6
30ページ参照

28

＊＊＊＊＊ 780,100 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 0

＊＊＊ 284,055

コクゼイ　　 タロウ

令和２

882

0

420001 980

2828 99 11
コクゼイ   タロウ

国税春子
コクゼイ ハルコ

令和２年分　　公的年金等の源泉徴収票

0001 980
❷❷

88242
❹❹

地 等

❶❶ 生
命❸❸
保
険
料
❹❹

円
❸＋❹❸＋❹

◯

住

税

◯

＊＊＊＊＊780,100
❶❶

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊0
❸❸

手順3
15ページ参照

第二表

● 生命保険料の支払（旧生命保険料） ･･････････････ 45,000円
● 地震保険料の支払 ････････････････････････････ 20,000円

● 医療費控除 支払医療費 ････････････････････180,000円
  保険金などで補てんされる金額 ･･･ 55,000円

確定申告書には、
毎回、配偶者や扶
養親族などのマイ
ナンバー（個人番号）
も記入する必要が
あります。
なお、年末調整を
受けた給与を有す
る場合で、配偶者
（特別）控除や扶養
控除に異動がない
ときは、第二表の
⑯～⑲欄のマイナ
ンバー（個人番号）
の記入を省略できま
す （➡15ページ）。

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 一一同同同同一 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 1616 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 1616 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 1616 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 1616 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 年調年調年調 1616 別居別別居別居 調整調整

氏 名 個 人 番 号 生 年 月 日 障 害 者 国外居住 住民税 その他続柄

配偶者
・ ・

◯ 配偶者や親族に関する事項（⑯ ⑲）

明･大
昭･平

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令
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例
〈所得から差し引かれる金額に関する事項〉

（　　　　　　）

税務署長
所 得 税 及 び
復興特別所得税日 令和 年分の の確定申告書A月年令和

住 所

個人番号

フリガナ

世帯主の氏名 世帯主との続柄

自　宅・勤務先・携　帯生年
月日

電話
番号

氏名

令和　年
１月１日
の 住 所

（又は居所）

整理
番号（単位は円）

雑

給 与 区
分

合 計
（①＋⑤＋⑥＋⑦）

合 計
（◯＋◯＋◯＋◯）

区
分

配 偶 者
（特別）控除

区
分
２

区
分
１

区
分

区
分

区
分

区
分

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

⑰
～⑱

⑮
～⑯

⑬
～⑭

課税される所得金額
（ ⑧ － ◯ ）

上の◯に対する税額

配 当 控 除
（特定増改築等）
住宅借入金等
特 別 控 除

区
分
２

区
分
１

政党等寄附金等特別控除

差 引 所 得 税 額

住宅耐震改修
特 別 控 除 等

区
分

災 害 減 免 額
再 差 引 所 得 税 額
（ 基 準 所 得 税 額 ）

復興特別所得税額

所得税及び復興特別所得税の額

～

～

（ ◯ ＋ ◯）

（◯－◯－◯－◯）

（ ◯ × 2 .1％）

外国税額控除等

申告納税額 納める税金
還付される
税 金

源 泉 徴 収 税 額

区
分

配偶者の合計所得金額

公的年金等以外の
合 計 所 得 金 額

未納付の源泉徴収税額

雑所得・一時所得の
源泉徴収税額の合計額

延 納 届 出 額

申 告 期 限 ま で に
納 付 す る 金 額

そ

の

他
延
納
の
届
出

税

金

の

計

算

郵便局
名　等
口座番号
記号番号

受

取

場

所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

預 金
種 類

普通 当座 貯蓄納税準備

銀行
金庫・組合
農協・漁協

本店・支店
出張所
本所・支所

整

理

欄

区
分
異
動
管
理
補
完
納
管

事
績

住
民

検
算

確
認

一連
番号

通　信
日付印

年 月 日

（ ◯ － ◯ ）

◯－◯－◯－◯－◯
－◯－◯－◯－◯

収
入
金
額
等

所

得

金

額

等

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

◯
・
◯
・
◯
又
は
◯
の
記
入
を
お
忘
れ
な
く
。

第
一
表  

（
令
和
ニ
年
分
以
降
用
）

30
32

33
35

～
41
42

－ －

受付印

配 当

一 時

給 与

配 当

一 時

公的年金等

業 務

そ の 他

②から④までの計

雑

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦、ひとり親控除

基 礎 控 除

⑨から⑳までの計

雑 損 控 除

医療費控除 　　

寄 附 金 控 除

⑲

⑳

24

25

23

22

21

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

勤労学生、障害者控除

－ －
○印

税 理 士
署名押印
電話番号

税理士法書面提出

25

26

27 28 29 30 31
32 33 34 35

36 37

38

38 39

4140 42 43

26

27

28

29

36

37

38

39

40

39

40

44

45

43

44

45

46

47

48

49

50

51

扶 養 控 除

公的年金等

業 務 　 　

そ の 他

21 22 23 24

F A 2 0 0 0

申告書の記載例②（給与やその他の収入がある場合）

● 生命保険料の支払（新生命保険料） ････････････････ 204,000円
● 地震保険料の支払 ････････････････････････････････25,000円

● 医療費控除 支払医療費 ･･････････････････････ 302,000円
  保険金などで補てんされる金額 ････ 157,000円
● 寄附金の支払（○○市などに対するもの） ･･････････ 120,000円

〈給与所得の源泉徴収票〉 〈公的年金等以外の年金額等のお知らせ〉

昭和

780271

2 31

900

380 000

000752 1 151 200 78013111

国税　春子

国税　太郎
コクゼイ    タロウ

コクゼイ    ハルコ

令和2年分　給与所得の源泉徴収票

0

令和2年分

28,488

0007521
❶❶

900780

　太郎
イ    タロウ

❸❸

❷❷

28,488❹❹

❷❷

❶❶

手順1
9ページ参照

手順3
15ページ参照

手順2
10ページ参照

手順4
25ページ参照

手順5
29ページ参照
該当する事項
がある方のみ
記入

手順5
29ページ参照
還付される税
金のある方の
み記入

降降降降降降降降降
用
）

◯
・
◯
・
◯
又
は
◯
の
記
入入入入入入

◯◯

◯◯

◯◯

◯◯

ををををををを
お
忘
れ
な
く
。

22❺❺

一
第個人番号

確定申告書には、
毎回、マイナン
バー（個人番号）
を記入する必要
があります。

第一表



添
付
書
類

医
療
費
控
除
の
明
細
書

記
載
例

手
順
１

手
順
3

手
順
4

手
順
5

手
順
6

手
順
2

申
告
手
続
の
流
れ

8

知
っ
て
お
き
た
い
こ
と

振
替
納
税
申
込
み
書

下
書
き
用
申
告
書

ひとり親
寡 婦 勤 労 学 生

障 特障 国外 年調 同一 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障

円 円 円 円 円 円 円

特障 国外 年調 16 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障 害 者 特  別
障 害 者

住
民
税

所 得 税 及 び
復興特別所得税令和 年分の の確定申告書A

氏 名

住 所

フリ 　ガナ

所得の種類 種 目 収 入 金 額

損 害 の 原 因収 入 金 額 支 出 金 額 差 引 金 額

損害金額

氏 名 個 人 番 号

上記の配偶者・親族のうち
別居の者の氏名・住所

生 年 月 日 障 害 者 国外居住 住民税 その他続柄

配偶者

非上場株式の
少額配当等を含む
配当所得の金額

非居住者 配当割額控除額
特別徴収 自分で納付

共同募金、日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

都道府県、市区町村
への寄附

（特例控除対象）

保険金などで
補塡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

損 害 年 月 日 損害を受けた資産の種類など

・ ・

・ ・

給与などの支払者の
名 称 ・ 所 在 地 等 源泉徴収税額

保 険 料 等 の 種 類

合 計

合 計

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

□ 死別　□ 生死不明
□ 離婚　□ 未 帰 還

　 年調以外かつ□ 専修学校等

支払保険料等の計 うち年末調整等以外

◯ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）

◯ 本人に関する事項（⑬～⑯）

◯ 一時所得に関する事項（⑦）

◯ 特例適用条文等

◯ 配偶者や親族に関する事項（⑯～⑲）

◯ 住民税に関する事項

円円

円 円

円 円

円 円

円

円 円 円

円

源泉徴収税額の合計額43

22

円

⑨
社
会
保
険
料
控
除

⑪
生
命
保
険
料
控
除

氏
名

住
所

⑩
等
掛
金
控
除

小
規
模
企
業
共
済

⑫
料

控

除

地
震
保
険

◯ 保険料控除等に関する事項（⑨～⑫）

◯ 雑損控除に関する事項（◯）

寄附先の
名 称 等 寄附金

円

円 円 円

24◯ 寄附金控除に関する事項（◯）

整理
番号

明･大
昭･平

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

F A 2 1 0 0

雑貨販売

□□

源泉徴収分

※ 「所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）」欄で、所得の種類が数多くあるときなど書ききれな
いときは、『所得の内訳書』を利用してください。
このほか第二表の各欄で書ききれないときは、欄を分割するなどして記入してください。

※ 国税庁ホームページでは、このほかの記載例も掲載しています。

手順3
15ページ参照

手順1
9ページ参照

手順6
30ページ参照

令

手順2
10ページ参照

◯

◯

所

◯

住
民
税

上
別

◯

手順3
15ページ参照

寄
名

◯

28ページ
参照

円
額
❺❺

円
地 等

❶❶

❷❷

円
生
命

円❸❸

料
控
除
❹❹

確定申告書には、年末調整から控除に異動がなく第二表の記載を省略する方を除き、毎回、配偶者や
扶養親族などのマイナンバー（個人番号）も記入する必要があります。

第二表

次のいずれかに該当する方は、申告書Aを使用できません。
●申告分離課税（➡32ページ）の所得がある方は、「申告書B」と「第三表（分離課税用）」を使用します。
● 所得金額が赤字の方、所得金額から雑損控除額（➡22ページ）や繰越損失額を控除すると赤字になる方は、
「申告書B」と「第四表（損失申告用）」を使用します。
●「第三表」や「第四表」を使用する場合など、次の説明書をご用意していますので、必要に応じてご覧ください。
　 『確定申告の手引き（損失申告用）』
　『譲渡所得の申告のしかた（記載例）』
　『株式等の譲渡所得等の申告のしかた（記載例）』
　『山林所得の申告のしかた（記載例）』

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 一一同同同同一 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 1616 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 1616 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 1616 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 調調年年年年調 1616 別居別別居別居 調整調整

障障 障障特特特特特障障特障 外外外外外国外 年調年調年調 1616 別居別別居別居 調整調整

氏 名 個 人 番 号 生 年 月 日 障 害 者 国外居住 住民税 その他続柄

配偶者
・ ・

◯ 配偶者や親族に関する事項（⑯ ⑲）

明･大
昭･平

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

26ページ/
計算明細書・
説明書等
参照



9

所 得 税 及 び
復興特別所得税令和 年分の の確定申告書A

氏 名

住 所

フリ 　ガナ

▼  ＿＿＿＿＿税務署長 
申告書の提出日における住所地等の所轄税務署名を記
入します。
国税庁ホームページでは、各税務署の所在地及び管轄区域を掲
載しています。

▼  令和＿＿＿年＿＿＿月＿＿＿日
申告書の提出年月日を記入します。

▼  表　題
「令和□□年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告
書A」の、□□内に「2」と記入します。

▼  住　所
申告書の提出日における住所地の郵便番号と住所を記
入します。
住所地以外の居所の所在地を管轄する税務署に申告をする方
は、（　）内の居所の文字を○で囲んだ上、その所在地及び所
在地の郵便番号を記入します。
なお、住所地に代えて居所地を納税地とする場合には、納税地
の変更に関する届出が必要です。 

▼  令和　　年1月1日の住所
「令和　　年」の空白に「3」と記入し、令和3年1月1
日現在の住所を記入します。
令和3年1月1日現在の住所が上欄に記入する住所と異なる場
合は、必ず記入します。

▼  個人番号
申告をする方のマイナンバー（個人番号）を記入します。
本人確認を行うため、本人確認書類の提示又は写しの添付が必
要です（➡41ページ）。

▼  氏名・フリガナ
申告をする方の氏名とフリガナを記入し、押印します。
フリガナの濁点（ﾞ）や半濁点（ﾟ）は一字分とします。姓と名の間
は一字空けて記入します。

▼  世帯主の氏名・世帯主との続柄
世帯主の氏名と世帯主からみた申告をする方の続柄を
記入します。

▼  生年月日
元号に対応する数字（下表）、年月日（各数字2桁）の順
に記入します。

明治 1
大正 2
昭和 3
平成 4
令和 5生年

月日

例：昭和31年9月1日の場合

▼  電話番号
連絡先電話番号を市外局番から記入し、その連絡先区
分（自宅・勤務先・携帯）を○で囲みます。
※ 日中連絡が取れる電話番号をご記入ください。

手順1　 ▼住所、氏名などを記入する

● 申告書第一表と同様に申告書第二表にも、表題、住
所及び氏名を記入します。

● 住所地以外の居所の所轄税務署に申告をする方は、
その所在地を記入します。

● 税務署から申告書用紙が送付されている方は、住所
及び氏名が印字されていますので、それらに誤り等
がある場合には訂正してください。

税務署長
所 得 税 及 び
復興特別所得税日 令和 年分の の確定申告書A月年令和

住 所

個人番号

フリガナ

世帯主の氏名 世帯主との続柄

自　宅・勤務先・携　帯生年
月日

電話
番号

氏名

令和　年
１月１日
の 住 所

（又は居所）

整理
番号（単位は円）

－ －

受付印

F A 2 0 0 0

第 二 表

第 一 表

個人番号

申告の際は、毎回、
マイナンバー（個
人番号）を記入す
る必要があります。



添
付
書
類

医
療
費
控
除
の
明
細
書

記
載
例

手
順
１

手
順
3

手
順
4

手
順
5

手
順
6

手
順
2

申
告
手
続
の
流
れ

収
入
金
額
等
所
得
金
額
等

住
所
、氏
名
等

10

知
っ
て
お
き
た
い
こ
と

振
替
納
税
申
込
み
書

下
書
き
用
申
告
書

手順2　 ▼収入金額等、 ▼所得金額等を計算する
所得の種類ごとに、所得金額を計算します。

給与所得　➡10ページ 雑所得　➡11ページ 配当所得　➡13ページ 一時所得　➡14ページ

所得金額調整控除
次の⑴若しくは⑵のいずれか、又は両方に該当する場合は、それぞれの算式により計算した金額をC又はGの金額から
控除します。

計算欄⑴

給与等の収入金額（税込）
（最高1,000万円）

円
D

D－850万円
円
E

所得金額調整控除額
（E×0.1） 円

F

差引金額
（C－F） 円

G

⑴
あなたの給与等の収入金額
が850万円を超え、あな
た、同一生計配偶者（➡38
ページ）若しくは扶養親族
（➡38ページ）のいずれか
が特別障害者（➡19ページ）
である場合、又は23歳未
満の扶養親族がいる場合

⇒右の計算欄⑴で計算して
ください。

以下の⑵に該
当しないとき
はこの金額を
第一表の①欄
に記入します。
（あなたが⑵
にも該当する
ときは、計算
欄⑵について
も計算してく
ださい。）

HP参照：タックスアンサー『給与所得者の特定支出控除』

第 一 表
● 　欄 … 計算欄Aの金額を転記します。
● ①欄 …  計算欄C又はG又はKの

金額を転記します。
※1 給与等の収入金額が年末調整を受けた

もののみで、かつ、下記の所得金額調
整控除の⑵に該当しない場合、『給与
所得の源泉徴収票』から次の金額を転
記します。

　　 ● 　欄 …「支払金額」
　　 ● ①欄 … 「給与所得控除後の金額（所

得金額調整控除後）」
※2 　欄の「区分」の□には、「所得金額調

整控除」の⑴に該当する場合は「1」を、
⑵に該当する場合は「2」を、⑴と⑵の
両方に該当する場合は「3」を記入しま
す。

所得の概要
俸給、給料、賃金、賞与、歳費やこれら
の性質を有する給与に係る所得

申告書の書き方

計算欄

給与等の収入金額（税込）
（合計）

円
A

Aの金額 給与所得の金額

～ 550,999円 0 円

C

551,000円 ～ 1,618,999円
A－550,000円

円

1,619,000円～ 1,619,999円 1,069,000 円

1,620,000円～ 1,621,999円 1,070,000 円

1,622,000円～ 1,623,999円 1,072,000 円

1,624,000円～ 1,627,999円 1,074,000 円

1,628,000円～ 1,799,999円
A÷4（千円未満の端数切捨て）

,000円

B

B×2.4＋100,000円

円

1,800,000円～ 3,599,999円
A÷4（千円未満の端数切捨て）

,000円
B×2.8－80,000円

円

3,600,000円～ 6,599,999円
A÷4（千円未満の端数切捨て）

,000円
B×3.2－440,000円

円

6,600,000円～ 8,499,999円
A×0.9－1,100,000円

円

8,500,000円～
A－1,950,000円

円

給与所得 第一表 ○①

第 二 表
「所得の内訳（所得税及び復興特別所
得税の源泉徴収税額）」欄の各欄に該
当事項を記入します。

※  1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。

※  ①欄の「区分」の□は、給与所得者の特定支出控除を受ける場合のみ記入します。給与所得者が各年において特定支出（①通勤費、②
職務上の旅費、③転居費（転任に伴うもの）、④研修費、⑤資格取得費（人の資格を取得するための費用）、⑥帰宅旅費（単身赴任に伴
うもの）及び⑦勤務必要経費をいいます。）をした場合において、その年中の特定支出の額の合計額が一定額を超えるときは、特定支
出控除の適用を受けることができます。



11

所得の概要
他の所得に当てはまらない⑴から⑶の所得
※ 以下の所得は課税されません。
● 増加恩給（併給される普通恩給を含む。）
● 死亡した方の勤務に基づいて支給される遺族年金
● 条例に定められた心身障害者扶養共済制度により受ける給付金
● 相続等により取得した年金受給権に係る生命保険契約等に基づく年金のうち、相続税や贈与税の課税対象となった部分　など

⑴公的年金等の雑所得
国民年金、厚生年金、恩給、確定給付企業年金、確定拠出企業年金、一定の外国年金などの所得

計算欄

▼ ⑴公的年金等の雑所得の計算 （ Step 1～4 の順で計算します）
Step 1 　公的年金等の収入金額

公的年金等の収入金額
（税込）

（合計）
円 Ａ

Step 2 　公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額の計算
申告書第一表の
⑥＋⑦の金額 円

給与所得（10ページ）のGの金額
（Gの金額がないときは10ページのCの金額） 円

12ページのG＋12ページのJの金額（赤字の場合は0円）
円

上記の合計額（※） （合計）
円 Ｂ

※  Aの金額がある方で、各種の所得の損失額（赤字）を他の所得の黒字から差し引く方が、公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金
額を計算する場合、『公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額の計算書』を使用して計算してください。

※ 計算方法がお分かりにならない場合は、税務署にお尋ねください。

この金額を第一表の
46欄に記入します。

雑所得 第一表 ○イ○ウ○エ②～⑤

設　例
給与等の収入金額 A： 円 ➡ ㋐欄 へ
※ 給与等を2か所以上から受けている場合には、給与等の収入金額の合計額を計算欄Aに記入し、給与所得の金額を計算します。

❶A 円÷4＝ 円 → B 円（千円未満の端数切捨て）
❷B 円×2.4＋100,000円＝C 円
❸所得金額調整控除（➡10ページ）の適用がないため、C 円を①欄に記入します。

計算欄⑵

給与所得控除後の給与等の金額
（Cの金額）

（最高10万円）

円
H

公的年金等の
雑所得の金額

（最高10万円）

円
I

所得金額調整控除額
（（H＋I）－10万円） 円

J

差引金額

Gに金額がある場合
（G－J） 円

K
上記以外の場合
（C－J） 円

⑵
あなたに給与所得と公的年
金等の雑所得がある場合
で、給与所得控除後の給与
等の金額と公的年金等の雑
所得の金額の合計額が10
万円を超える場合

⇒右の計算欄⑵で計算して
ください。

この金額を第
一表の①欄に
記入します。

雑所得（➡12
ページ）のD
の金額を転記
します。

区
分

ア

収
給 与

給 与 区
分 ①

第 一 表
所得の種類 種 目 収 入 金 額給与などの支払者の

名 称 ・ 所 在 地 等 源泉徴収税額
円円

第 二 表
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Step 3 　公的年金等控除額の計算
▶昭和31年１月２日以後に生まれた方（65歳未満の方）

Aの金額
公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額B

C

～ 10,000,000円 ～ 20,000,000円 20,000,001円～

～ 1,300,000円 600,000円 500,000円 400,000円

～ 4,100,000円
A×0.25
＋275,000円 円

A×0.25
＋175,000円 円

A×0.25
＋75,000円 円

～ 7,700,000円
A×0.15
＋685,000円 円

A×0.15
＋585,000円 円

A×0.15
＋485,000円 円

～ 10,000,000円
A×0.05
＋1,455,000円 円

A×0.05
＋1,355,000円 円

A×0.05
＋1,255,000円 円

10,000,001円～ 1,955,000円 1,855,000円 1,755,000円

▶昭和31年１月１日以前に生まれた方（65歳以上の方）

Aの金額
公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額B

C

～ 10,000,000円 ～ 20,000,000円 20,000,001円～

～ 3,300,000円 1,100,000円 1,000,000円 900,000円

～ 4,100,000円
A×0.25
＋275,000円 円

A×0.25
＋175,000円 円

A×0.25
＋75,000円 円

～ 7,700,000円
A×0.15
＋685,000円 円

A×0.15
＋585,000円 円

A×0.15
＋485,000円 円

～ 10,000,000円
A×0.05
＋1,455,000円 円

A×0.05
＋1,355,000円 円

A×0.05
＋1,255,000円 円

10,000,001円～ 1,955,000円 1,855,000円 1,755,000円

Step 4 　公的年金等の雑所得の計算
公的年金等の雑所得の金額

（A－C） 円 D

⑵業務に係る雑所得
原稿料、講演料又はネットオークションなどを利用した個人取引若しくは食料品の配達などの副収入による所得

計算欄

▼ ⑵業務に係る雑所得
業務に係る雑所得の収入金額

（税込）
（合計）

円 E

必要経費 円 F

差引金額
（E－F） 円 G

⑶その他の雑所得
生命保険の年金（個人年金保険）、互助年金などの上記以外のものによる所得

計算欄

▼ ⑶その他の雑所得
その他の雑所得の収入金額

（税込）
（合計）

円 H

必要経費 円 I

差引金額
（H－I） 円 J

給与所得がある方は、給与所得
（➡ 11ページ）のIに記入します。

※ 控除額の計算において算出した金額に1円未満の端数が
あるときは、その端数を切り上げて差し支えありません。

（赤字のときは0円）
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▶ ⑷雑所得の金額 （「⑴公的年金等の雑所得」と「⑵業務に係る雑所得」と「⑶その他の雑所得」を合計します。）
雑所得の金額
（D＋G＋J）

（合計）
円 K

※ 次の①と②のいずれにも該当する方は、雑所得の金額の計算について特例があります。
① 家内労働者や外交員、集金人、電力量計の検針人又は特定の者に対して継続的に人的役務の提供を行うことを業務とする方
② 雑所得の金額の計算上、必要経費に算入する金額と給与所得の収入金額との合計額が55万円未満の方

申告書の書き方
第 一 表
● ㋑欄 … 計算欄Aの金額を転記します。
● ㋒欄 …  計算欄Eの金額を転記します。

なお、区分欄は記入不要です。
● ㋓欄 …  計算欄Hの金額を転記します。
● ②欄 … 計算欄Dの金額を転記します。
● ③欄 … 計算欄Gの金額を転記します。
● ④欄 … 計算欄Jの金額を転記します。
● ⑤欄 … 計算欄Kの金額を転記します。

第 二 表
「所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税
額）」欄の各欄に該当事項を記入します。

設　例

公的年金等の雑所得の収入金額 A：0円
業務に係る雑所得の収入金額 E：2,028,000円➡ ㋒欄 へ
その他の雑所得の収入金額 H：1,287,8 0円➡ ㋓欄 へ

❶E 収入金額2,028,000円－F 必要経費782,000円=G 1,2 6,000円（業務に係る雑所得の金額）➡ ③欄 へ
❷H 1,287,8 0円－I 必要経費1,008,812円=J 279,028円（その他の雑所得の金額）➡ ④欄 へ
❸ 1,1 1,200円（給与所得）+G 1,2 6,000円（業務に係る雑所得の金額）+J 279,028円（その他の雑所得の金額）+120,000
円（申告書第一表⑥欄）+7 6,000円（申告書第一表⑦欄）＝B 3, 2,228円（公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額）

※ 本設例では公的年金等の収入金額はありませんが参考として計算しています。
❹D0円（公的年金等の雑所得の金額）+G 1,2 6,000円（業務に係る雑所得の金額）+J 279,028円（その他の雑所得の金額）
＝K 1,525,028円（雑所得の金額）➡ ⑤欄 へ

所得の概要
株主や出資者が法人から受ける剰余金の配
当や、投資信託（公社債投資信託及び公募公
社債等運用投資信託を除く。）の収益の分配
などの所得
※ 上場株式等の配当等（大口株主等が支払を受けるもの
を除く。）に係る配当所得については、申告分離課税
を選択することができます（➡32ページ）。この場合、
申告書B（第一表・第二表）と分離用（第三表）等を使
用します。
HP参照：『株式等の譲渡所得等の申告のしかた（記載例）』

計算欄

配当等の収入金額（税込） （合計）
円 A

負債の利子 円 B

配当所得の金額
（A－B）

（赤字のときは0円）
円 C

※ 負債の利子は、株式を買ったり出資をしたりするために借り入れた負債の利子に限ります。
ただし、有価証券の譲渡による所得に係るものは除きます。

総合課税の配当所得 第一表 ○⑥オ

所

得

金

額

公的年金等

業 務

そ の 他

②から④までの計

雑

②

③

④

⑤

雑
区
分

イ

ウ

エ

収
入
金
額

公的年金等

業 務

そ の 他

第 一 表

第 二 表

所得の種類 種 目 収 入 金 額給与などの支払者の
名 称 ・ 所 在 地 等 源泉徴収税額

◯ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）

雑貨販売

【年金所得者に係る確定申告不要制度について】
以下のいずれにも該当する場合には、計算の結果、納税額がある場合でも所得税等の
確定申告は必要ありません。
① 公的年金等（その全部（※）が源泉徴収の対象となるものに限ります。）の収入金額が400
万円以下

※所得税法第203条の7（源泉徴収を要しない公的年金等）の規定の適用を受けるも
のを除きます。
② 公的年金等に係る雑所得以外の所得金額が20万円以下
※上記の場合でも、「確定申告をすれば税金が戻る方」（➡4ページ）に該当する場合に
は、還付を受けるための申告（還付申告）を行うことにより税金が還付されます。
※住民税については、40ページを参照してください。

（赤字のときは0円）
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所得の概要
臨時・偶発的なもので対価性のない次のよ
うな所得
● 賞金や懸賞当せん金、競馬や競輪の払戻金
● 生命保険の一時金や損害保険の満期返戻金

申告書の書き方
第 一 表
●㋕欄 … 計算欄Eの金額を転記します。
●⑦欄 … 計算欄Fの金額を転記します。

第 二 表
「一時所得に関する事項（⑦）」欄の各欄に該
当事項を記入します。
※ 上記の欄のほか、「所得の内訳（所得税及び復興特
別所得税の源泉徴収税額）」欄にも該当事項を記入
します。

一時所得 第一表 ○カ ⑦

計算欄

一時所得の収入金額
（税込）

（合計）

円
A

収入を得るために
支出した金額 円

B

差引金額
（A－B）

（赤字のときは0円）
円
C

（
特別控除額

Cの金額と50万円の
いずれか少ない方の金額） 円

D

一時所得の金額
（C－D） 円

E

E×0.5 円 F

※ 1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。

所得金額の合計 第一表 ⑧
⑧欄 … ①欄と⑤～⑦欄を合計し、記入します。

申告書の書き方
第 一 表
●㋔欄 … 計算欄Aの金額を転記します。
●⑥欄 … 計算欄Cの金額を転記します。

第 二 表
「所得の内訳（所得税及び復興特別所得税
の源泉徴収税額）」欄及び「住民税に関す
る事項」欄の各欄に該当事項を記入しま
す。

設　例
上場株式等に係る剰余金の配当
配当等の収入金額（税込） A：120,000円➡ ㋔欄 へ
負債の利子 B：0円

 A120,000円－B 0円＝C120,000円
配当所得の金額は、120,000円です。➡ ⑥欄 へ

第 二 表

◯ 住民税に関する事項

円 円 円

非上場株式の
少額配当等を含む
配当所得の金額

非居住者 配当割額控除額

（➡30ページ）

所得の種類 種 目 収 入 金 額給与などの支払者の
名 称 ・ 所 在 地 等 源泉徴収税額

◯ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）

第 一 表
オ

額
等 配 当

額

等
配 当 ⑥

第 一 表
カ一 時

等一 時 ⑦

第 二 表

収 入 金 額 支 出 金 額 差 引 金 額
◯ 一時所得に関する事項（⑦）

円 円 円

設　例

一時所得の収入金額 A： 円
収入を得るために支出した金額 B：2,662,000円

❶A ,6 ,000円－B2,662,000円＝C1,992,000円
❷C1,992,000円－D 00,000円＝E1, 92,000円
一時所得の金額は、1, 92,000円です。➡ ㋕欄 へ

❸E1, 92,000円×0.5＝F7 6,000円  ➡ ⑦欄 へ
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手順3　 ▼所得から差し引かれる金額（所得控除）を計算する
社会保険料控除  ➡15ページ
小規模企業共済等掛金控除
 ➡15ページ
生命保険料控除 ➡16ページ

地震保険料控除 ➡17ページ
寡婦・ひとり親控除 ➡18ページ
勤労学生控除 ➡18ページ
障害者控除  ➡19ページ

配偶者（特別）控除 ➡19ページ
扶養控除 ➡20ページ
基礎控除 ➡21ページ
雑損控除 ➡22ページ

医療費控除 ➡23ページ
セルフメディケーション税制 ➡23ページ
寄附金控除 ➡23ページ

年末調整を受けた給与がある方は、次のとおり一部の欄の記入を省略できます。

区　　分 第一表 ⑨～⑳欄 第一表 ㉑欄 第二表の各所得控除の
該当欄

第一表の⑨欄から⑳欄のすべての金額が、年
末調整を受けた金額と同じ場合 記入を省略できます

源泉徴収票の「所得控
除の額の合計額」を転記
します

記入を省略できます

第一表の⑨欄から⑳欄
のいずれかの金額が、
年末調整を受けた金額
と異なる場合

年末調整を受けた金額
と異なる所得控除

この手引きに従って
記入します ⑨欄から⑳欄の合計額

を記入します

この手引きに従って
記入します

上記以外の所得控除 源泉徴収票に記載されて
いる控除額を転記します

源泉徴収分と
記入します

あなたや生計を一にする（➡38ページ）配偶者その他
の親族が負担することになっている次の社会保険
料で、あなたが支払ったり、あなたの給与などから差
し引かれたりした保険料がある場合の控除

健康保険料、国民健康保険料（税）、後期高齢者医療
保険料、介護保険料、労働保険料、国民年金保険料、
国民年金基金の掛金、厚生年金保険料　など

　 生計を一にする配偶者その他の親族が受け取る年金から
天引き（特別徴収）されている国民健康保険料（税）や後期
高齢者医療保険料、介護保険料は、あなたの控除の対象
にはなりません。

　 なお、国民健康保険料（税）や後期高齢者医療保険料で、
あなたが口座振替によりその保険料を支払った場合に
は、あなたの控除の対象となります。

！

社会保険料控除 第一表 ⑨ 第二表 ⑨

あなたが次の掛金を支払った場合の控除
● 小規模企業共済法に規定された共済契約（旧第二
種共済契約を除く。）に基づく掛金

● 確定拠出年金法の企業型年金加入者掛金及び個
人型年金加入者掛金（iDeCoの掛金など）

● 条例の規定により地方公共団体が実施する心身
障害者扶養共済制度に係る契約で一定の要件を
備えたものの掛金

小規模企業共済等掛金控除 第一表 ⑩ 第二表 ⑩

 
「⑩小規模企業共済等掛金控除」欄 
…  「保険料等の種類」欄には、掛金の種類を、「支払保険料
等の計」欄には、種類ごとの支払掛金の金額を、「うち
年末調整等以外」欄には、「支払保険料等の計」欄に記入
した金額のうち、年末調整でこの控除の適用を受けて
いない金額を記入します。

※ 給与所得者が、既に年末調整でこの控除を受けた金額を記入する
場合は、「保険料等の種類」欄に「源泉徴収分」と記入します。年末
調整でこの控除の適用を受けている場合には、源泉徴収票の「社会
保険料等の金額」欄に内書きで記載されます。

申告書の書き方

申告書の書き方控除の概要

控除の概要

第 一 表

第 二 表

第 一 表
⑨欄 … 支払保険料等の合計額を記入します。
※ 源泉徴収票の「社会保険料等の金額」欄に内書きで小規模企業共済
等掛金の額が記載されている場合は、内書きの金額を除いた金額
が支払保険料等の金額です。
内書きの金額は、小規模企業共済等掛金控除の支払掛金の額です。

⑩欄 … 支払掛金の合計額を記入します。

第 二 表
「⑨社会保険料控除」欄 
… 「保険料等の種類」欄には、社会保険の種類を、「支払保
険料等の計」欄には、種類ごとの支払保険料等の金額を、
「うち年末調整等以外」欄には、「支払保険料等の計」欄
に記入した金額のうち、年末調整や公的年金等の源泉
徴収において、この控除の適用を受けていない金額を
記入します。

※ 源泉徴収票の「社会保険料等の金額」欄に記載された金額を記入す
る場合は、「保険料等の種類」欄に「源泉徴収分」と記入します。
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▶生命保険料控除額

※1　 新生命保険料及び旧生命保険料の両方を支払っている場合で、旧生命保険料のみについて計算した控除額が、新旧両方の生命保
険料について計算した控除額よりも有利になっている場合には、旧生命保険料のみについて生命保険料控除の適用を受けること
により、５万円を限度に生命保険料控除を受けることができます。新個人年金保険料と旧個人年金保険料の場合も同様です。

　新生命保険料及び旧生命保険料（又は新個人年金保険料及び旧個人年金保険料）の両方を支払っている場合の控除額は、それぞれ 
　の保険料の金額の別に、以下のとおりとなります。
・旧生命保険料（旧個人年金保険料）が６万円を超える場合：旧生命保険料（旧個人年金保険料）について上記の計算欄で計算した
金額（最高５万円）
・旧生命保険料（旧個人年金保険料）が６万円以下の場合：新生命保険料（新個人年金保険料）について上記の計算欄で計算した金
額と、旧生命保険料（旧個人年金保険料）について上記の計算欄で計算した金額の合計額（最高４万円）

　なお、この場合であっても、K＋L＋M の金額の合計額は12万円が限度となります。
※2　控除額の計算において算出した金額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り上げて差し支えありません。

合計

C＋H （最高4万円）

K

D＋I （最高4万円）

L

J （最高4万円）

M
（Cのみについて適用を受ける場合は、

最高５万円）（※1）
（Dのみについて適用を受ける場合は、

最高５万円）（※1）

円 円 円

生命保険料控除額
（K＋L＋M）

（最高12万円）
N

円

生命保険料控除 第一表 ⑪ 第二表 ⑪

新（旧）生命保険や介護医療保険、新（旧）個人年金
保険で、あなたが支払った保険料（いわゆる契約者
配当金を除く。）がある場合の控除

新（旧）生命保険料、介護医療保険料、新（旧）個人
年金保険料の区分は、生命保険会社等が発行する
証明書に表示されています。

控除の概要

●平成23年12月31日以前に締結した保険契約等に基づく保険料

●平成24年１月１日以後に締結した保険契約等に基づく保険料

計算欄

旧生命保険料（一般） 旧個人年金保険料

支払った保険料 （合計）
円 A （合計）

円 B

ABの金額 控除額 控除額

～ 25,000円
Aの金額

円

C

Bの金額
円

D25,001円～ 50,000円 A×0.5＋12,500円
円

B×0.5＋12,500円
円

50,001円～
A×0.25＋25,000円（最高5万円） B×0.25＋25,000円（最高5万円）

円 円

新生命保険料（一般） 新個人年金保険料 介護医療保険料

支払った保険料 （合計）
円 E （合計）

円 F （合計）
円 G

EFGの金額 控除額 控除額 控除額

～ 20,000円
Eの金額

円

H

Fの金額
円

I

Gの金額
円

J20,001円～ 40,000円 E×0.5＋10,000円
円

F×0.5＋10,000円
円

G×0.5＋10,000円
円

40,001円～
E×0.25＋20,000円（最高4万円） F×0.25＋20,000円（最高4万円） G×0.25＋20,000円（最高4万円）

円 円 円

第 一 表
⑪欄 … 計算欄Nの金額を転記します。

第 二 表
「⑪生命保険料控除」欄
… それぞれの区分に応じ、計算欄A、B、E、F、Gの
金額を「支払保険料等の計」欄に記入し、「うち年末調整
等以外」欄には、「支払保険料等の計」欄に記入した金額
のうち、年末調整でこの控除の適用を受けていない金
額をそれぞれ記入します。

※ 給与所得者が、既に年末調整でこの控除を受けた金額を記入する
場合は、「支払保険料等の計」欄に「源泉徴収分」と記入します。

添付又は提示する書類申告書の書き方

手
順
3
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損害保険契約等について、あなたが支払った地震等損害部分
の保険料（いわゆる契約者配当金を除く。）がある場合の控除
※ 平成18年12月31日までに締結した長期損害保険契約等（保険期
間や共済期間が10年以上であって、満期返戻金を支払う旨の特約
があり、かつ、平成19年1月1日以後契約の変更をしていないも
のなど）について、あなたが支払った保険料（旧長期損害保険料）が
ある場合を含みます。

保険契約の区分は、損害保険会社等が発行する証明書に表示
されています。

申告書の書き方
第 一 表
⑫欄 … 計算欄Kの金額を転記します。

第 二 表
●計算欄Kに計算欄Hの金額を記入したとき
「地震保険料」欄
… 計算欄Eの金額を「支払保険料等の計」欄に記入します。
「旧長期損害保険料」欄
… 計算欄Dの金額を「支払保険料等の計」欄に記入します。

支払った地震保険料 A ：  円
A  円（E）＜ 50,000円→H（J）  円（K）
地震保険料控除額は、  円になります。➡ ⑫欄 へ

地震保険料控除 第一表 ⑫ 第二表 ⑫

支払った新生命保険料 E：20   000円

❶E20  ,000円×0.25＋20,000円＝71,000円
❷ 71,000円＞40,000円→H   0,000円（K、N）
生命保険料控除額は、    0,000円になります。➡ ⑪欄 へ

設　例　①

所
得
生命保険料控除 ⑪

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

円 円
⑪
生
命
保
険
料
控
除

支払った旧生命保険料 A：2 ,000円
支払った旧個人年金保険料B：102,000円
支払った新生命保険料E：37,000円
支払った新個人年金保険料F：なし
支払った介護医療保険料G：82,000円

❶A2  ,000円＜25,000円→C2  ,000円
❷B102,000円×0.25＋25,000円＝  0,  00円＞50,000円→D  0,000円
❸E37,000円×0.5＋10,000円＝H28,  00円
❹G82,000円×0.25＋20,000円＝ 0, 00円＞40,000円→J 0,000円（M）
❺C2  ,000円＋H28,  00円＝  2,  00円＞40,000円→K  0,000円
❻D  0,000円、Iなし→L  0,000円
❼K  0,000円＋L  0,000円＋M  0,000円＝130,000円＞120,000円→N120,000円
生命保険料控除額は、120,000円になります。➡ ⑪欄 へ

設　例　②

●計算欄Kに計算欄Jの金額を記入したとき
「地震保険料」欄
… 計算欄Aの金額を「支払保険料等の計」欄に記入します。
「旧長期損害保険料」欄
… 計算欄Fの金額を「支払保険料等の計」欄に記入します。

※ 給与所得者が、既に年末調整でこの控除を受けた金額を記入する場合は、
「支払保険料等の計」欄に「源泉徴収分」と記入します。
「うち年末調整等以外」欄には、「支払保険料等の計」欄に記入した金額の
うち、年末調整でこの控除の適用を受けていない金額を記入します。

第 一 表

第 二 表

所
得
生命保険料控除 ⑪ 000021

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

円 円
⑪
生
命
保
険
料
控
除

37,000 37,000

2 ,000 2 ,000

102,000 102,000

82,000 82,000

得
か
地震保険料控除 ⑫

第 一 表

第 二 表

地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

円 円⑫
料

控

除

地
震
保
険

控除の概要

設　例設　例

第 一 表

第 二 表
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保険契約の別に証明された支払保険料 保険料の金額

地震保険料のみの場合 （合計）
円

円

円
（合計）

円

円

円

地震保険料と旧
長期損害保険料の
両方がある場合 旧長期損害

保険料

旧長期損害保険料のみの場合

□＋□

□＋□

A

B

C

D

E

F

保
険
契
約
の
区
分

地震保険料

▼地震保険料控除額

～ 10,000円

10,001円～

～ 10,000円

10,001円～

（最高5万円）
円

G

H

I

J

□の金額

□＋□

□の金額

□＋□

地震保険料控除額
（□と□のいずれか多い方の金額） 円

K

□×0.5+5,000円　 （最高15,000円）

円

□の金額
円

（最高5万円）
円

□×0.5+5,000円　 （最高15,000円）

円

□の金額
円

※ 控除額の計算において算出した金額に1円未満の端数があると
きは、その端数を切り上げて差し支えありません。

寡婦・ひとり親控除 第一表 ⑬～⑭ 第二表 ⑬～⑯

区分（要件等） 控除額
ひと
り親

現に婚姻していない方又は配偶者が生死不明などの
方で、次の①～③のいずれにも当てはまる方
① 合計所得金額（➡38ページ）が500万円以下である
こと

② 総所得金額等（➡38ページ）が48万円以下の生計を
一にする（➡38ページ）子（※1）がいること

③ 事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められ
る者（※２）がいないこと

35万円

寡婦 上記の「ひとり親」に当たらない方で、次の①～③の
いずれにも当てはまる方
① 合計所得金額が500万円以下であること
② 以下のいずれかに該当すること
◆ 夫と死別した後婚姻をしていない方又は夫が生
死不明などの方
◆ 夫と離別した後婚姻をしていない方で、扶養親
族（※３）を有する方

③ 事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる
者（※２）がいないこと

27万円

※1  生計を一にする子のうち、他の納税者の同一生計配偶者（➡38ページ）
や扶養親族（➡38ページ）とされている方は除きます。

※2  あなたが世帯主の場合は、住民票の続柄に「夫（未届）」などと記載され
ている方をいいます。あなたが世帯主でない場合で、あなたの住民票
の続柄が世帯主の「妻（未届）」などと記載されている場合は、その世帯
主の方をいいます。

※3  合計所得金額48万円以下の方に限ります。なお、他の納税者の同一生
計配偶者や扶養親族とされている方を除きます。

控除の概要
あなたが寡婦かひとり親である場合の控除

申告書の書き方
第 一 表
⑬～⑭欄 …  控除額を記入します。

ひとり親控除の適用を受けた場
合は「区分」の□に「1」を記入し
ます。

第 二 表
「本人に関する事項（⑬～⑯）」欄 
…  該当する箇所に〇を記入又はチェック
（ ）します。

勤労学生控除 第一表 ⑮～⑯ 第二表 ⑬～⑯

あなたが勤労学生である場合の控除
※ 合計所得金額（➡38ページ）が75万円より多い方
や勤労によらない所得が10万円より多い方は、こ
の控除を受けることはできません。

27万円

控除の概要

控除される金額

申告書の書き方
第 一 表

「本人に関する事項（⑬～⑯）」欄 
…  「勤労学生」欄に〇を記入します。また、あなたが専修学校や各
種学校の生徒である場合や職業訓練法人の認定職業訓練を受け
ている場合で、年末調整でこの控除の適用を受けていない場合
は、「□年調以外かつ専修学校等」をチェック（ ）します。

第 二 表

⑮～⑯欄 … 控除額を記入します。
※ 障害者控除額もある方は、合計額を記入します。

手
順
3

計算欄（保険契約の別に記入します。）

控除される金額
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あなたや同一生計配偶者（➡38ページ）、扶養
親族（➡38ページ）が、障害者や特別障害者で
ある場合の控除
　 障害者控除は、配偶者控除（➡19ページ）の適用がない同
一生計配偶者や、扶養控除（➡20ページ）の適用がない
16歳未満の扶養親族についても適用されます。障害者控
除の対象となる同一生計配偶者や扶養親族が国外居住親族
（➡38ページ）である場合には、『親族関係書類』及び『送金
関係書類』（➡42ページ）の提示又は添付が必要となります。

！

◆ 障害者
令和2年12月31日（年の中途で死亡した場合には、
その死亡の日）の現況において、次のいずれかに該
当する、精神や身体に障害のある方
● 身体障害者手帳や戦傷病者手帳、精神障害者保健福
祉手帳の発行を受けている方

● 精神保健指定医などにより知的障害者と判定された方
● 65歳以上の方で障害の程度が障害者に準ずるもの
として市町村長等の認定を受けている方　など

◆ 特別障害者
障害者のうち、次の特に重度の障害のある方
● 身体障害者手帳に身体上の障害の程度が一級又は二
級と記載されている方

● 精神障害者保健福祉手帳に障害等級が一級と記載さ
れている方

● 重度の知的障害者と判定された方
● いつも病床にいて、複雑な介護を受けなければなら
ない方　など

◆ 同居特別障害者
特別障害者である同一生計配偶者や扶養親族で、あ
なたや配偶者、生計を一にする親族のどなたかとの
同居を常としている方
※老人ホームなどへ入所している場合は、同居を常と
しているとはいえません。

障害者控除 第一表 ⑮～⑯ 第二表 ⑬～⑯

区　分

控除額

あなたが
障害者の場合

同一生計配偶者又は
扶養親族が障害者の
場合（１人につき）

障害者 27万円
特別障害者 40万円
同居特別障害者 75万円

控除される金額

申告書の書き方

配偶者（特別）控除 第一表 ⑰～⑱ 第二表 ⑯～⑲
控除の概要
あなたに生計を一にする（➡38ページ）配偶者がいる場合に、あなたと配偶者のそれぞれの合計所得金額（➡38
ページ）に応じて受けられる控除

控除される金額
あなた（居住者）の合計所得金額 控

除
の
種
類

900万円以下 900万円超　
950万円以下

950万円超
1,000万円以下

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額

48万円以下 38万円 26万円 13万円 配
偶
者
控
除

老人控除対象配偶者（➡38ページ）
※昭和26年1月1日以前に生まれた方（70歳以上の方）

48万円 32万円 16万円

48万円超　   95万円以下 38万円 26万円 13万円

配
偶
者
特
別
控
除

95万円超　 100万円以下 36万円 24万円 12万円
100万円超　 105万円以下 31万円 21万円 11万円
105万円超　 110万円以下 26万円 18万円 9万円
110万円超　 115万円以下 21万円 14万円 7万円
115万円超　 120万円以下 16万円 11万円 6万円
120万円超　 125万円以下 11万円 8万円 4万円
125万円超　 130万円以下 6万円 4万円 2万円
130万円超　 133万円以下 3万円 2万円 1万円
133万円超　　　　　　　 0円 0円 0円

控除の概要

第 一 表

第 二 表

⑮～⑯欄 … 控除額を記入します。
※ 勤労学生控除額もある方は、合計額を記入します。

「本人に関する事項（⑬～⑯）」欄 
…  あなたが障害者か特別障害者である場合に、「障害者」又は
「特別障害者」欄に〇を記入します。

　  また、同一生計配偶者や扶養親族が障害者又は特別障害者であ
る場合は、「配偶者や親族に関する事項（⑯～⑲）」欄の障又は特
障に〇を記入します。
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※ パート収入（給与所得）のみの場合における所得金額の計算（➡10ページ）
※ 公的年金（雑所得）のみの場合における所得金額の計算（➡11ページ）
※  パート収入（給与所得）や公的年金（雑所得）以外の所得がある方は、他の所得も含めて合計所得金額を算出する必要があります。

申告書の書き方
●「配偶者控除」の場合
⑰～⑱欄 … 控除額を記入します。
※  　配偶者控除の場合、「区分1」の□は記入しません。また、
配偶者が国外居住親族（➡38ページ）で、かつ、年末調
整においてこの控除の適用を受けていない場合は「区分
2」の□に「1」を、この控除の適用を受けている場合は
「2」を記入します。

●「配偶者特別控除」の場合
⑰～⑱欄 …  「区分1」の□に「1」と記入し、控除額を記入し

ます。また、配偶者が国外居住親族の場合は、
配偶者控除と同様です。

47欄 … 配偶者の合計所得金額を記入します。

「配偶者や親族に関する事項（⑯～⑲）」欄
…  最上段の行に、配偶者の氏名・マイナンバー（個人番号）・生年月日を記入します。
●  配偶者が障害者（➡19ページ）である場合は障に〇を記入し、特別障害者（➡19ページ）である場合は、特障に〇を記
入します。

●  配偶者が国外居住親族である場合は、国外及び別居に〇を記入します。また、国外及び別居に〇を記入した場合で、
年末調整においてこの控除の適用を受けている場合は年調にも〇を記入します。

　 ※ 『親族関係書類』及び『送金関係書類』（➡42ページ）を添付又は提示する必要があります。ただし、給与等（公的年金等）の源泉徴収
又は給与等の年末調整の際に源泉徴収義務者に提出し、又は提示したこれらの書類については、確定申告書に添付又は提示する必要
はありません。

●  配偶者が同一生計配偶者（➡38ページ）で、あなたの合計所得金額が1,000万円を超える場合は、同一に〇を記入
します。この場合、所得税等の所得控除に該当しませんので、第一表の⑰～⑱欄（配偶者（特別）控除）の金額は記載
しません。

●  配偶者と別居している場合には、別居に〇を記入するとともに、「住民税に関する事項」の「上記の配偶者・親族の
うち別居の者の氏名・住所」欄に同一生計配偶者の氏名・住所を記入します。

●  所得金額調整控除（➡10ページ）の⑴のGの金額がある場合で、かつ、他の納税者の扶養親族とされている「配偶者（特
別）控除」の対象とならない同一生計配偶者であって、特別障害者に該当する人がいる場合は、その配偶者の氏名・
生年月日を記入し、調整に〇を記入します（マイナンバーの記載は不要です）。

　  （例えば、あなたの給与等の収入金額が850万円を超え、特別障害者の配偶者がいる場合で、かつ、その配偶者
が同居している両親の一方の扶養控除の控除対象扶養親族（➡38ページ）となっている場合などが該当します。）

※  同一生計配偶者が国外居住親族であり、あなたが住民税について非課税限度額制度適用者であるときは、その同一生計配偶者に係る『親
族関係書類』及び『送金関係書類』を令和３年３月15日（月）までに住所所在地の市区町村へ提出しなければなりません。ただし、住民税
の申告書を提出する際に添付等したこれらの書類については、別途提出する必要はありません。

　● あなたの合計所得金額が1,000万円を超えている場合は、配偶者控除及び配偶者特別控除を受けられま
せん。
● 夫婦がお互いに配偶者特別控除を適用することはできません。
● 配偶者が青色申告者の事業専従者として給与の支払を受けている場合や、白色申告者の事業専従者となっ
ている場合は、配偶者控除及び配偶者特別控除を受けられません。

手
順
3

扶養控除 第一表 ⑲ 第二表 ⑯～⑲

あなたに控除対象扶養親族（➡38ページ）がい
る場合の控除

● 扶養親族(➡38ページ）のうち、平成17年
1月2日以後に生まれた方（16歳未満の扶
養親族）については、扶養控除の適用はあり
ません。

● 他の納税者の同一生計配偶者(➡38ページ）
又は扶養親族とされている方については、
扶養控除の適用はありません。

！

控除の概要
区　分 控除額

一般の控除対象扶養親族 38万円
特定扶養親族（➡38ページ） 63万円
老人扶養親族
※ 昭和26年1月1日
以前に生まれた方
（70歳以上の方）

（➡38ページ）

同居老親等 58万円

同居老親等以外 48万円

控除される金額
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あなたの合計所得金額 （➡38ページ） が
2,500万円以下の場合に適用される控除

基礎控除 第一表 ⑳

あなたの合計所得金額 控除額
2,400万円以下 48万円

2,400万円超～ 2,450万円以下 32万円

2,450万円超～ 2,500万円以下 16万円

2,500万円超 0円（適用なし）

⑨から⑳までの計 第一表 ㉑
㉑欄 … ⑨欄から⑳欄までを合計し、記入します。

控除の概要 控除される金額

「配偶者や親族に関する事項（⑯～⑲）」欄
… ２行目以降に、扶養親族の氏名・マイナンバー（個人番号）・続柄・生年月日を記入します。
●  扶養親族が障害者（➡19ページ）である場合は障に〇を記入し、特別障害者（➡19ページ）である場合は、特障に〇
を記入します。

●  扶養親族が国外居住親族である場合は、国外及び別居に〇を記入します。また、国外及び別居に〇を記入した
場合で、扶養控除について年末調整の適用を受けている場合は年調にも〇を記入します。

　 ※ 『親族関係書類』及び『送金関係書類』（➡42ページ）を添付又は提示する必要があります。ただし、給与等（公的年金等）の源泉徴収
又は給与等の年末調整の際に源泉徴収義務者に提出し、又は提示したこれらの書類については、確定申告書に添付又は提示する必要
はありません。

●  扶養親族が16歳未満の場合は、16に〇を記入します。この場合、所得税等の所得控除に該当しませんので、
第一表の⑲欄（扶養控除）の金額には加算しません。

●  所得金額調整控除（➡10ページ）の⑴のGの金額がある場合で、かつ、「控除対象扶養親族」、「16歳未満の扶養親
族」の対象とならない特別障害者又は23歳未満の扶養親族がいる場合は、その扶養親族の氏名・続柄・生年月
日を記入し、調整に〇を記入します(マイナンバーの記載は不要です)。

　  （例えば、あなたと配偶者の給与等の収入金額がそれぞれ850万円を超え、特別障害者又は23歳未満の扶養
親族の子がいる場合で、かつ、その子が配偶者の扶養控除の控除対象扶養親族となっている場合などが該当し
ます。）

●  「控除対象扶養親族」、「16歳未満の扶養親族」、「所得金額調整控除の金額がある場合で、かつ、控除対象扶養
親族、16歳未満の扶養親族の対象とならない特別障害者又は23歳未満の扶養親族」と別居している場合には、
別居に〇を記入するとともに、「住民税に関する事項」の「上記の配偶者・親族のうち別居の者の氏名・住所」欄
にそれぞれの氏名・住所を記入します。

※  16歳未満の扶養親族が国外居住親族であり、あなたが住民税について非課税限度額制度適用者であるときは、その16歳未満の扶養
親族に係る『親族関係書類』及び『送金関係書類』を令和３年３月15日（月）までに住所所在地の市区町村へ提出しなければなりません。
ただし、住民税の申告書、給与所得者の扶養親族申告書又は公的年金等受給者の扶養親族申告書を提出する際に添付等したこれらの書
類については、別途提出する必要はありません。

第 二 表

申告書の書き方
第 一 表
⑲欄 … 控除額の合計額を記入します。

なお、扶養親族に国外居住親族（➡38ページ）がおり、その国外居住親族の1人以上について年末調整において
この控除の適用を受けていない場合は、「区分」の□に「1」を記入します。
また、その国外居住親族の全員について年末調整においてこの控除の適用を受けている場合は、「区分」の□
に「２」を記入します。
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雑損控除 第一表 ㉒  第二表 ㉒

次のいずれかに該当する場合の控除
● あなたや、総所得金額等（➡38ページ）が48万円以下の配偶者その他の親族で生計を一にする（➡38ページ）方が、災
害や盗難、横領によって住宅や家財などに損害を受けた場合

● あなたが災害等に関連してやむを得ない支出（災害関連支出（※1））をした場合

生活に通常必要でない資産（書画、骨とう、貴金属、別荘など）の災害による損失は雑損控除の対象となりませんが、
令和2年分や令和3年分の総合課税の譲渡所得から差し引くことができます。

所得金額の合計額（第一表⑧欄＋退職所得金額）が1,000万円以下の方が、災害により住宅や家財の価額の2分の
1以上に損害を受けた場合は、雑損控除と災害減免法による税金の減免（➡27ページ）との、いずれか有利な方（※2）
を選ぶことができます。
※1 災害関連支出とは、災害等に関連して住宅家財等の取壊し又は除去などのためにした支出をいいます。　　　　　　　　　　　

なお、災害関連支出のうち、災害により生じた土砂を除去するための支出などの原状回復支出については、災害のやんだ日から
1年以内（大規模な災害の場合等には、3年以内）に支出したものが対象となります。

※2 いずれの適用を受けることが有利であるかは、あなたの所得金額や損害金額などにより異なります。

損害金額 A：  円
保険金などで補てんされる金額 B：  円
第一表⑧欄 D：3, 2,228 円
災害関連支出の金額 G：  円

❶ A  円－B  円
 ＝C  円  
❷ D 3, 2,228 円× 0.1＝E 3 ,222 円
❸ C  円－E 3 ,222 円
 ＝F 6 ,778 円
❹ G  円－50,000円＝H  円
❺ F 6 ,778 円＞H  円  
 →I 6 ,778 円
雑損控除額は、6 ,778 円になります。➡ ㉒欄 へ

設　例

損害金額
（災害関連支出の金額を含む）

（合計）

円
A

保険金などで
補てんされる金額 円

B

差引損失額
（A－B）

（マイナスのときは0円）
円
C

第一表⑧欄＋
退職所得金額(※) 円

D

D×0.1
（赤字のときは0円）

円
E

C－E
（赤字のときは0円）

円
F

Cのうち
災害関連支出の金額 円

G

G－50,000円
（赤字のときは0円）

円 H

（
雑損控除額

FとHのいずれか
多い方の金額 ） 円

I

計算欄

※  退職所得金額は、確定申告が不要な場合でも控除額の計算に当たって加算
する必要があります。

手
順
3

控除の概要

申告書の書き方

「雑損控除に関する事項（㉒）」欄の各欄に該
当事項を記入します。

第 一 表

第 二 表

㉒欄 … 計算欄Iの金額を転記します。

る
金雑 損 控 除 22

損 害 の 原 因

損害金額
保険金などで
補塡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

損 害 年 月 日 損害を受けた資産の種類など

・ ・
円 円 円

22◯ 雑損控除に関する事項（◯）

第 一 表

第 二 表
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（参考）計算欄 ※『セルフメディケーション税制の明細書』で計算します。

支払った金額 （合計）
円 A

保険金などで
補てんされる金額(※) 円 B

差引金額
（A－B）

（マイナスのときは0円）
円 C

医療費控除額
（C－12,000円）

（最高8万8千円、赤字のときは0円）

円
D

※  保険金などで補てんされる金額が確定申告書を提出する時ま
でに確定していない場合には、その保険金などの見込額を記
載します。後日、保険金などを受け取った際に、その額が見
込額と異なるときは、申告内容を訂正してください（「申告に
誤りがあった場合など」（➡36ページ）を参照してください。）。

医療費控除 第一表 ㉓
医療費控除とセルフメディケーション税制による医療費控除の特例は選択適用です。いずれか一方を選択し、該当
する明細書で計算を行います。
医療費控除の概要
あなたや生計を一にする（➡38ページ）配偶者その他の親
族のために令和2年中に支払った医療費が、一定の金
額以上ある場合の控除 HP参照：『医療費控除を受けられる方へ』

セルフメディケーション税制による医療費控除の特例の概要
あなたが健康の保持増進及び疾病の予防として一定の
取組を行い、あなたや生計を一にする（➡38ページ）配偶
者その他の親族のために令和2年中に支払った特定の
医薬品の購入費が12,000円を超える場合の控除
※  健康の保持増進及び疾病の予防への取組に要した費用（人間
ドックの受診費用など）は、控除の対象になりません。

（参考）計算欄 ※『医療費控除の明細書』（➡44ページ）で計算します。

支払った医療費 （合計）
円 A

保険金などで
補てんされる金額(※1) 円 B

差引金額
（A－B）

（マイナスのときは0円）
円 C

第一表⑧欄+
退職所得金額(※2) 円

D

D×0.05 （赤字のときは0円）
円 E

Eと10万円のいずれか
少ない方の金額 円 F

医療費控除額
（C－F）

（最高200万円、赤字のときは0円）

円
G

※１  保険金などで補てんされる金額が確定申告書を提出する時
までに確定していない場合には、その保険金などの見込額
を記載します。後日、保険金などを受け取った際に、その
額が見込額と異なるときは、申告内容を訂正してください
（「申告に誤りがあった場合など」（➡36ページ）を参照し
てください。）。

※２  退職所得金額は、確定申告が不要な場合でも控除額の計算
に当たって加算する必要があります。

申告書の書き方
第 一 表
㉓欄 … 『医療費控除の明細書』（➡44ページ）又は『セルフメディケーション税制の明細書』（HPに掲載しています。）

で計算した金額を転記します。これらの明細書は、確定申告書と一緒に提出してください。
医療費控除を選択する場合は、「区分」の□は記入しません。
セルフメディケーション税制による医療費控除の特例を選択する場合は、「区分」の□に「1」と記入します。

寄附金控除 第一表 ㉔ 第二表 ㉔

控除の概要
あなたが次の寄附金（学校の入学に関するものを除く。）を支出した場合の控除
● 国に対する寄附金　● 都道府県・市区町村に対する寄附金（ふるさと納税等）
● 独立行政法人及び一定の業務を主たる目的とする地方独立行政法人に対する寄附金
● 日本赤十字社に対する寄附金　● 公益社団法人及び公益財団法人に対する寄附金
● 社会福祉法人に対する寄附金
● 一定の特定公益信託の信託財産とするために支出した金銭
● 特定の政治献金
● 認定NPO法人等に対して、その法人に係る認定又は特例認定の有効期間内に支出した寄附金
● 特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した金額　など

※1 認定NPO法人等とは、所轄庁（都道府県知事又は指定都市の長）の認定を受けた認定NPO法人（特例認定NPO法人を含む。）
をいいます。
認定NPO法人等の一覧は、内閣府ホームページ（https://www.npo-homepage.go.jp）をご覧ください。

※2 特定の政治献金のうち政党や政治資金団体に対するものや、認定NPO法人等や一定の公益社団法人等に対するものを支
出した場合には、それぞれ政党等寄附金特別控除（➡26ページ）や認定NPO法人等寄附金特別控除（➡26ページ）、公益
社団法人等寄附金特別控除（➡26ページ）と寄附金控除のいずれか有利な方を選ぶことができます。

HP参照：『寄附金控除
（ふるさと納税など）を
受けられる方へ』

確定申告を行う場合には、ふるさと納税ワンストップ特例（➡39ページ）の適用に関する申請書を提出している方であっても、ふ
るさと納税の金額を寄附金控除額の計算に含める必要があります。

！
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新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための措置
あなたが、令和２年２月１日から令和2年12月31日までの期間において、新型コロナウイルス感染症及びその
まん延防止のための措置の影響により中止若しくは延期又はその規模の縮小を行った文化芸術又はスポーツに関す
る行事で一定のもの（文部科学大臣の指定行事）の入場料金等の払い戻しを請求する権利の全部又は一部を放棄した
場合、その払戻請求権相当額の合計額（その時の合計額が20万円を超える場合には、20万円）について、寄付金
控除又は公益社団法人等寄附金特別控除の対象とすることができます。
※  申告の際、指定行事の主催者から受け取る「指定行事証明書の写し」及び「払戻請求権放棄証明書」の添付が必要です。
※ 寄附金控除として申告する場合は、以下の「計算欄」で計算してください。
※ 公益社団法人等寄附金特別控除として申告する場合は、以下のリーフレットを参照してください。

HP参照：『公益社団法人等寄附金特別控除を受けられる方へ』

計算欄

寄附金（※1）
（合計）

円
A

第一表⑧欄＋
退職所得金額(※2) 円

B

B×0.4
（赤字のときは0円）

円
C

AとCのいずれか
少ない方の金額 円

D

寄附金控除額
（D－2,000円）

（赤字のときは0円）

円
E

※1  政党等寄附金特別控除や認定NPO法人等寄附金特別控除、公益
社団法人等寄附金特別控除を受ける金額は記入しません。
指定行事の中止等により生じた入場料等払戻請求権を放棄した
場合で、寄附金控除を選択する場合は、その金額を加算します（年
間20万円が限度）。

※２  退職所得金額は、確定申告が不要な場合でも控除額の計算に
当たって加算する必要があります。

申告書の書き方
第 一 表
㉔欄 … 計算欄Eの金額を転記します。

第 二 表
●「寄附金控除に関する事項（㉔）」欄
… 寄附先の所在地・名称を記入し、計算欄Aの金額
を転記します。

●「住民税に関する事項」欄（➡31ページ）
… 該当事項を記入します。

手
順
3

合計（所得から差し引かれる金額の合計） 第一表 ㉕
㉕欄 … ㉑欄から㉔欄までを合計し、記入します。

設　例

個人住民税の寄附金税額控除について
個人住民税の寄附金税額控除を受ける場合は、「住民税に関する事項」欄に記入が必要です。区分ごとに控除額が異なりますので、
手引き（➡31ページ）をよくご確認の上ご記入ください。

！

以下の①から⑥に対して寄附金を支払うとともに⑦に
ついて払戻請求権を放棄した場合
①　●●県（ふるさと納税）…………………45,000円
②　□□市（ふるさと納税）…………………30,000円
③　住所地の日本赤十字社支部
　　　…………………………………………15,000円
④　 住所地の都道府県共同募金会（社会福祉法人）
　　　………………………………………… 2,000円
⑤　 社会福祉法人▲▲（住所地の都道府県が条例で指
定） ………………………………………25,000円

⑥　 認定ＮＰＯ法人△△（住所地の都道府県・市区町
村ともに条例で指定） ………………… 3,000円

⑦　 文化芸術イベント■■（文部科学大臣の指定行事
で、住所地の市区町村が条例で指定）の入場料金
……………………………………………10,000円

※ ④は公益社団法人等寄附金特別控除（➡26ページ）の対象
となり、⑤は対象となりません。
④に対する寄附金及び⑦の払戻請求権の放棄については公
益社団法人等寄附金特別控除の適用を、⑥に対する寄附金
については認定ＮＰＯ法人等寄附金特別控除（➡26ペー
ジ）の適用を選択するものとします。

寄附金控除の対象とする寄附金の合計額A：
 円（①＋②＋③＋⑤）

第一表⑧欄 B：3, 2,228 円

❶ B 3, 2,228 円×0.4＝C1, 16,891円
❷ A  円＜C1, 16,891 円 → D  円
❸ D  円－2,000円＝E  円
寄附金控除額は、  円になります。➡ ㉔欄 へ
第 一 表

合 計

額
寄 附 金 控 除 24

第 二 表

円 円 円 円

共同募金、日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

都道府県、市区町村
への寄附

（特例控除対象）

寄附先の
名 称 等 寄附金

円

24◯ 寄附金控除に関する事項（◯）
□□

◯ 住民税に関する事項
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● ㉖欄 … 計算欄Cの金額を転記します。
● ㉗欄 … 計算欄Dの金額を転記します。

所得金額の合計 A：3, 2,228円
所得から差し引かれる金額の合計 B：

1,3 ,780円
❶ A3, 2,228円－B 1,3 ,780円＝ 2,187, 8円
 → C 2,187,000円（千円未満の端数切捨て）
❷ C 2,187,000円×0.1－97,500円
 ＝ D 121,200円
課税される所得金額は、2,187,000円です。

➡ ㉖欄 へ
課税される所得金額に対する税額は、

121,200円です。　➡ ㉗欄 へ

手順4　 ▼税金の計算をする

課税される所得金額・課税される所得金額に対する税額 第一表 ㉖㉗

所得金額の合計
（第一表⑧欄の金額）

円
A

所得から差し引かれる
金額の合計

（第一表㉕欄の金額）

円
B

差引金額（※）
（A－B）

（千円未満の端数切捨て）
,000 円 C

※ 1,000円未満の場合（赤字の場合を含む）は、0円となります。 

Cの金額 課税される所得金額に対する税額

　 1,000円 ～  1,949,000円
C×0.05

円

　1,950,000円 ～  3,299,000円
C×0.1－97,500円

円

　3,300,000円 ～ 6,949,000円
C×0.2－427,500円

円

　6,950,000円 ～ 8,999,000円
C×0.23－636,000円

円

　9,000,000円 ～ 17,999,000円 
C×0.33－1,536,000円

円

18,000,000円～ 39,999,000円
C×0.4－2,796,000円

円

40,000,000円～
C×0.45－4,796,000円

円

    

D

申告書の書き方 計算欄⑴　（課税される所得金額の計算）

計算欄⑵　（課税される所得金額に対する税額の計算）

配当控除 第一表 ㉘

控除の概要
次の配当等に係る配当所得がある場合の控除
● 内国法人から支払を受ける配当
● 特定株式投資信託（外国株価指数に投資を行う
ものを除く。）及び特定証券投資信託の収益
の分配

● 特定証券投資信託の収益の分配がある方
は、右の計算欄を使用せず、『特定証券投
資信託に係る配当控除額の計算書』を使用
して計算します。

※ 外国法人から支払を受ける配当、確定申告不要制度
を選択したもの、申告分離課税を選択したもの、そ
の他一定の配当等については配当控除の適用はあり
ません。詳しくは34ページを参照してください。
◆ 特定株式投資信託
特定株式投資信託とは、信託財産が株式のみの証券
投資信託のうち、株価指数連動型などの一定の上場
投資信託（ETF）などの上場しているものをいいます。
◆ 特定証券投資信託
特定証券投資信託とは、公社債投資信託以外の証券
投資信託（特定株式投資信託を除く。）のうち、特定
外貨建等証券投資信託以外のものをいいます。

申告書の書き方

㉘欄 … 計算欄Gの金額を転記します。

控除の概要
配当所得の金額

（配当控除の対象となるもの）
（第一表⑥欄の金額）

円 A

課税される所得金額
（第一表㉖欄の金額）

,000 円 B

B－1,000万円 （赤字のときは0円）
円 C

A－C （赤字のときは0円）
円 D

D×0.1 円 E

（A－D）×0.05 円 F

配当控除額
（E＋F） 円 G

内国法人から受ける配当
配当所得の金額（配当控除の対象となるもの） A：120,000円
課税される所得金額 B：2,187,000円
❶ B2,187,000円－1,000万円＝△ 7,813,000円 → C 0円
❷ A120,000円－C 0円＝D120,000円
❸ D120,000円×0.1＝E12,000円
❹ （A120,000円－D120,000円）×0.05＝F 0円
❺ E12,000円＋F 0円＝G12,000円
配当控除額は、12,000円です。➡ ㉘欄 へ

計算欄

設　例

HP参照：『特定証券投資信託に係る配当控除を
受けられる方へ』

設　例

第 一 表

第 一 表

配 当 控 除税
28

第 一 表
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（特定増改築等）住宅借入金等特別控除 第一表 ㉙

住宅借入金等を利用して家屋の新築、購入又は増改築等をして平成19年1月1日以後に居住の用に供した場合で、
一定の要件を満たすときの控除
HP参照：『住宅借入金等特別控除を受けられる方へ（新築・購入用）』

『（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を受けられる方へ（住宅の増改築用）』
『東日本大震災により自己の所有する家屋が被害を受け居住の用に供することができなくなった場合に住宅借入金等特別控
除等を受けられる方へ』

控除の概要

申告書の書き方

㉙欄 …『（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書』で計算した金額を転記します。
※ 給与所得者が、既に年末調整でこの控除の適用を受けている場合には、源泉徴収票の「住宅借入金等特別控除の額」欄の額（摘要欄の
「住宅借入金等特別控除可能額」欄に金額が記載されている場合はその額）を ㉙欄 に転記し、「区分2」 の□に「1」を記入します。

※ 「区分1」 の□は、東日本大震災の被災者の方が、適用期間の特例や住宅の再取得等に係る住宅借入金等特別控除の控除額の特例又
は重複適用の特例の適用を受ける場合、『東日本大震災により自己の所有する家屋が被害を受け居住の用に供することができなく
なった場合に住宅借入金等特別控除等を受けられる方へ』を参考に記入します。

第 一 表

※ 各寄附金について、寄附金控除（➡23ページ）を受ける場合には、
併せてこれらの各控除を受けることはできません。

 なお、いずれの控除を受けることが有利であるかは、あなたの所得
金額や寄附金の額などにより異なります。

政党等寄附金等特別控除 第一表 ㉚～32

●政党等寄附金特別控除
あなたが行った特定の政治献金のうち、政党や
政治資金団体に対するものがある場合の控除

●認定NPO法人等寄附金特別控除
あなたが認定NPO法人等に寄附金を支出した場
合で一定の要件を満たすときの控除

●公益社団法人等寄附金特別控除
あなたが公益社団法人や公益財団法人、学校法
人等、社会福祉法人、更生保護法人に寄附金を
支出した場合や、国立大学法人や公立大学法人
などに一定の寄附金を支出した場合、また、指
定行事の中止等により生じた入場料金等払戻請求権
を放棄した場合で一定の要件を満たすときの控除

HP参照：『政党等寄附金特別控除を受けられる方へ』

HP参照：『認定NPO法人等寄附金特別控除を受けら
れる方へ』

HP参照：『公益社団法人等寄附金特別控除を受けられ
る方へ』

控除の概要

『政党等寄附金特別控除額の計算明細書』、『認定NPO法
人等寄附金特別控除額の計算明細書』又は『公益社団法人等
寄附金特別控除額の計算明細書』を参照してください。

申告書の書き方

「特例適用条文等」欄 … 居住開始年月日等を記入します。
以下の場合は、居住開始年月日の 頭部 に次のように記入します。   以下の場合は、居住開始年月日の 末尾 に次のように記入します。

※ その住宅の新築、取得又は増改築等に係る対価の額等に含まれ
る消費税額等が、10％の税率により課されるべきものである
場合（特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合
を除きます。）が該当します。

※ その住宅の新築、取得又は増改築等に係る対価の額等に含まれ
る消費税額等が、
・住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合：８％
・ 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合：８％
又は10％
の税率により課されるべきものであるときが該当します。

（注）上記の「消費税額等」とは、消費税額及び地方消費税額の合計 
　額をいいます。

特定取得（特別特定取得以外）に該当する場合（※）▶（特定）

第 二 表

住宅借入金等特別控除の控除額の特例 ▶ 特別特定取得に該当する場合（※） ▶（特別特定）

▶認定住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の特例

▶バリアフリー改修工事に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除

▶省エネ改修工事に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除

▶多世帯同居改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除

第 一 表
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住宅耐震改修特別控除等 第一表 33～35

33～35欄 …  住宅耐震改修特別控除の場合は、
「区分」 の□に「１」と記入し、『住宅耐震改修
特別控除額・住宅特定改修特別税額控除額の
計算明細書』で計算した金額を転記します。

申告書の書き方

住宅特定改修特別税額控除の場合は、「区分」 
の□に「２」と記入し、『住宅耐震改修特別控除
額・住宅特定改修特別税額控除額の計算明細
書』で計算した金額を転記します。

差引所得税額 第一表 36
36欄 … ㉗欄の金額から、㉘欄、㉙欄、㉚欄、㉛欄、32欄、33欄、34欄、35欄の金額を差し引いた金額（赤字の場合は「 」）を

記入します。

災害減免額 第一表 37

所得金額の合計額（第一表⑧欄＋退職所得金額）が
1,000万円以下の方が、災害により住宅や家財に
ついて損害を受けた場合に、その損害額（保険金、
損害賠償金などで補てんされる部分の金額を除
く。）が、住宅や家財の価額の2分の1以上である
ときに受けられる税金の減免
※ 損害について雑損控除（➡22ページ）を受けた場合には、
併せてこの減免を受けることはできません。

　 なお、いずれの適用を受けることが有利であるかは、あ
なたの所得金額や損害金額などにより異なります。

概要
所得金額の合計額 所得税の軽減額

500万円以下 全額免除

500万円超750万円以下 2分の1の軽減

750万円超1,000万円以下 4分の1の軽減

申告書の書き方

37欄 … 所得税の軽減額を記入します。

軽減される額

再差引所得税額（基準所得税額） 第一表38
38欄 … 36欄の金額から37欄の金額を差し引いた金額を記入します。

●住宅耐震改修特別控除
家屋の耐震改修をした場合で一定の要件を満た
すときの控除

控除の概要

HP参照：『住宅耐震改修特別控除・
 住宅特定改修特別税額控除を受けられる方へ』

●住宅特定改修特別税額控除
家屋のバリアフリー改修工事や省エネ改修工事、
多世帯同居改修工事等、耐久性向上改修工事等
をした場合で一定の要件を満たすときの控除
HP参照：『住宅耐震改修特別控除・
 住宅特定改修特別税額控除を受けられる方へ』

認定住宅新築等特別税額控除の場合は、「区分」 
の□に「３」と記入し、『認定住宅新築等特別税
額控除額の計算明細書』で計算した金額を転記
します。

複数の控除がある場合は、「区分」 の□に「４」
と記入し、控除額の合計額を記入します。

●認定住宅新築等特別税額控除
認定住宅の新築や新築の認定住宅の購入をした
場合で一定の要件を満たすときの控除
HP参照：『認定住宅新築等特別税額控除を受けられる方へ』

第 一 表

第 一 表
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申告納税額 第一表 4445
40欄の金額から、41欄、42欄、43欄の金額を差し引き、次により記入します。
●差し引いた金額が黒字の場合…100円未満の端数を切り捨てた金額（黒字の金額が100円未満の場合は「 」）を 44欄 に記入
納税の方法は、2ページを参照してください。

●差し引いた金額が赤字の場合…そのままの金額を 45欄 に記入
還付される税金の受取場所は、29ページを参照してください。

所得税及び復興特別所得税の額 第一表 40
40欄 … 38欄の金額と39欄の金額の合計額を記入します。

復興特別所得税額 第一表39

「復興特別所得税額」欄の記入漏れにご注意ください！！

源泉徴収税額 第一表 43

給与や年金などの支払者において、あらかじめ差
し引かれた所得税等の額
※ 源泉分離課税（➡32ページ）の所得や確定申告をしないこ
とを選択した配当所得等（➡32ページ）などに係る所得税
等の源泉徴収税額は、控除できません。

43欄 … 所得税等の源泉徴収税額の合計額を記入します。

「所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）」欄
… 該当事項を記入します。
※ 『所得の内訳書』を添付する方は、所得の種類ごとに所得税等の源
泉徴収税額の合計額を記入します。

申告書の書き方概　　要

基準所得税額に2.1％の税率を乗じて計算した金額
※ 平成25年分から令和19年分まで、所得税と併せて申告・
納付することとされています。

概　　要

外国税額控除等 第一表 41～42

●外国税額控除
 令和2年中に納付した外国所得税がある場合な
どの控除

●分配時調整外国税相当額控除
 集団投資信託の収益の分配等の支払を受ける場
合で一定の要件を満たす場合の控除

41～42欄 …  『外国税額控除に関する明細書』又は『分配時
調整外国税相当額控除に関する明細書』で計
算した金額を転記します。
 なお、「区分」の□には、外国税額控除のみ適
用があり、かつ、外国税額控除が復興特別所
得税から控除されている場合は「1」を、分配
時調整外国税相当額控除のみ適用があり、か
つ、分配時調整外国税相当額控除が復興特別
所得税から控除されている場合は「2」を、外
国税額控除及び分配時調整外国税相当額控除
の両方の適用があり、かつ、どちらかの控除
（又は両方の控除）が復興特別所得税から控除
されている場合は「3」を記入します。

申告書の書き方控除の概要

基準所得税額
（第一表38欄の金額）

円
A

復興特別所得税額
（A×0.021） 円

B

計算欄

※ 1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。

第 一 表

第 二 表

第 一 表

39欄 … 計算欄Bの金額を転記します。

申告書の書き方
第 一 表

HP参照：『外国税額控除を受けられる方へ』

基準所得税額 A：103,200円
A 103,200円×0.021＝B2,167円
復興特別所得税額は、2,167円になります。➡ 39欄 へ

設　　例

再 差 引 所 得 税 額
（ 基 準 所 得 税 額 ）

復興特別所得税額

び
（ ◯ × 2 .1％）計

（ ◯ － ◯ ）36 37

38

38

39



29 ※ ゆうちょ銀行の各店舗又は郵便局窓口での受取をご希望の場合には、受取を希望する郵便局名等を記入してください。

①銀行等の預金口座の場合

〈預金種類欄〉
該当する預金種類に○印を付けます（総合
口座の場合は「普通」に○印を付けます。）。

〈口座番号 記号番号欄〉
口座番号のみを左詰めで記入します。

②ゆうちょ銀行の貯金口座の場合

〈口座番号 記号番号欄〉
貯金総合通帳の記号番号のみを左詰めで記入します。
※1　他の金融機関との振込用の「店名（店番）」「口座番号」は記入しな

いでください。
※2　記号部分と番号部分の間に１桁の数字（通帳再発行時に表示され

る「－2」などの枝番）がある場合は、その数字の記入は不要です。

雑所得・一時所得等の源泉徴収税額の合計額 第一表48
48欄 …「源泉徴収税額」（43欄の金額）に記入した税額のうち、雑所得、一時所得の金額に対する所得税等の源泉

徴収税額の合計額を記入します。

未納付の源泉徴収税額 第一表49
49欄 … 第一表㊺欄を記入した場合（税金が還付となる場合）で、給与等の支払者において未払の収入金額があり、

その収入金額に対する所得税等の源泉徴収税額について支払者において未納付のものがあるとき、その未
納付の所得税等の源泉徴収税額を記入します。

※ 未納付の所得税等の源泉徴収税額については、納付後、『源泉徴収税額の納付届出書』を提出して還付を受けてください。

手順5　 ▼その他、 ▼延納の届出、 ▼還付される税金の受取場所を記入する

配偶者の合計所得金額 第一表47
47欄 … 配偶者特別控除（➡19ページ）を受ける場合に、配偶者の合計所得金額（➡38ページ）を記入します。

公的年金等以外の合計所得金額 第一表46
46欄 … 11ページで計算した「公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額」を記入します。
※ 公的年金等の収入がない方は、記入する必要はありません。

還付される税金の受取場所 第一表 「還付される税金の受取場所」欄

還付申告の方は、振込みを希望する預貯金口座を次により記入します。
※ 預貯金口座の口座名義は、申告者ご本人の氏名のみの口座をご利用ください。以下の場合は振込みできないことがあります。
● 預貯金口座の名義に、店名、事務所名などの名称（屋号）が含まれる場合
● 名義が旧姓のままである場合

※ 納税管理人の指定をしている場合は、その納税管理人の名義の預貯金口座となります。
※ 一部のインターネット専用銀行については、還付金の振込みができませんので、振込みの可否について、あらかじめご利用の銀行
にご確認ください。

延納の届出 第一表 5051

確定申告により納める税金を延納（※）する場
合に記入します。
※ 確定申告により納付する税金（申告書第一表44欄）の
２分の１以上の金額を令和3年３月15日（月）まで
に納付すれば（振替納税利用の場合は、振替日に振
替納税することで）、残りの額を同年5月31日（月）
まで延納することができます。
 延納期間中は、年「７.３％」と「利子税特例基準割合」
のいずれか低い割合で利子税がかかります。

50欄 … 計算欄Cの金額を転記します。
51欄 … 計算欄Bの金額を転記します。

確定申告により納める税金 （第一表44欄の金額）
00 円 A

延納届出額
（□×0.5以下の金額）

（千円未満の端数切捨て）
,000 円 B

申告期限までに納付する金額
（□－□） 00 円 C

A

A B

概　要 計算欄

申告書の書き方
第 一 表

第 一 表
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手順6　 ▼住民税に関する事項を記入する
所得税等の確定申告書を提出した方は、その確定申告書等が地方公共団体へデータで送信されますので、改めて住
民税の申告書を提出する必要はありません。ただし、次の事項については、所得税等と住民税とでは取扱いが異な
るため、「住民税に関する事項」欄に該当事項を記入します。
住民税の税額は、所得税等の申告書に記載された所得の金額その他の事項を基に、市区町村が税額を計算してそれ
ぞれ納税者に通知することになっています。
なお、所得税等の確定申告書の提出義務のない方は、原則として市区町村へ住民税の申告書を提出する必要があり
ます。
詳しくは、お住まいの市区町村にお尋ねください。

配当割額控除額
令和2年中に道府県民税配当割額（5%の税率）が特別徴収されたいわゆる特定配当等の額について、①所得税等の
確定申告をしないで源泉徴収で済ませた場合には、住民税についても特別徴収で済ませることとなり、②所得税等
の確定申告をして所得税等の源泉徴収税額の控除や還付を受ける場合には、住民税についても特別徴収税額の控除
や還付を受けることとなります。所得税等の確定申告をした場合は、配当割額を記入します。（記入がない場合、
この控除を受けることができない場合がありますのでご注意ください。）
なお、特定配当等に係る所得について、住民税において所得税等と異なる課税方式を選択する場合は、お住まいの
市区町村から住民税の納税通知書が送達される前に住民税の申告書の提出が必要です。
※ ①の場合、配偶者控除、扶養控除などの判定上の合計所得金額には、特定配当等の額は含めません。
※ ②の場合、市区町村が税額を計算した結果、特別徴収税額の還付を受ける場合は、その旨と還付を受けるための手続を市区町村が
納税者に通知することになっています。

非居住者の特例
令和2年中に非居住者期間があった方は、その期間中に生じた国内源泉所得について住民税が課税されていません。
その国内源泉所得のうち所得税等で源泉分離課税の対象となった金額を記入します。

非上場株式の少額配当等を含む配当所得に関する住民税の特例

配当所得の金額
（第一表⑥欄の金額）

円
A

確定申告不要制度を選択した
非上場株式の少額配当等 円

B

配当に関する住民税の特例
（□＋□） 円

C

住民税は、所得税等において確定申告不要
制度（➡33ページ）を選択した非上場株式の少
額配当等についても、他の所得と総合して
課税されますので、記入が必要です。

「非上場株式の少額配当等を含む配当所得の
金額」欄 
… 計算欄Bに該当する金額がある方は、計
算欄Cの金額を記入します。

概　　要 計算欄

申告書の書き方

特別徴収 自分で納付

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

※ 給与所得及び令和3年4月1日において65歳以上の方の公的年金等に係る所得に対する住民税については、それぞれ給与又は公
的年金から差し引きされます。

※ 公的年金等に係る所得に対する住民税については、「市区町村からのお知らせ」（➡40ページ）を参照してください。

給与・公的年金等以外の所得に係る住民税の徴収方法

給与・公的年金等に係る所得以外（令和3年4月1
日において65歳未満の方は給与所得以外）の所得
に対する住民税については、徴収方法を選択する
ことができます。
給与から差し引くことを希望する場合には、「特別
徴収」の に を記入し、また、給与から差し引
かないで別に窓口等に自分で納付することを希望す
る場合には、「自分で納付」の に を記入します。

申告書の書き方

どちらかに　を記入

第 二 表

第 二 表

※ 特別徴収された住民税額（配当割額）は、配当割額控除額欄に
記入してください。
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寄附金税額控除
Ⓐ都道府県・市区町村に対する寄附金（ふるさと納税等）や、Ⓑあなたの令和3年1月1日現在における住所地の共
同募金会と日本赤十字社支部に対する寄附金、Ⓒあなたの令和3年1月1日現在における住所地の都道府県が条例
で指定した寄附金、Ⓓあなたの令和3年1月1日現在における住所地の市区町村が条例で指定した寄附金について、
それぞれの合計寄附金額を記入します。

● 災害義援金として日本赤十字社や中央共同募金会等の募金団体に寄附したものなど、最終的に被災地方団体や義援金配分委員
会等に拠出されるものは、地方団体に対する寄附金として取り扱われますので、「都道府県、市区町村への寄附（特例控除対象）」
欄に記入してください。例えば、災害義援金として日本赤十字社に寄附した金額を、「都道府県、市区町村への寄附（特例控除
対象）」欄に記入せず、誤って「共同募金、日赤その他の寄附」欄に記入した場合には、寄附金税額控除の金額が正しく計算され
ませんので、ご注意ください。

● Ⓒ・Ⓓについて、指定行事（都道府県・市区町村が条例で指定したもの）の中止等により生じた入場料金等払戻請求権を放棄し
た場合は、その金額もこれらの欄に記入してください（Ⓒ・Ⓓのそれぞれについて年間20万円が限度）。また、都道府県・市
区町村の両方が指定した寄附金がある場合は、両方の欄に記入してください。また、どの団体が条例で指定されているかにつ
いては、お住まいの都道府県・市区町村にお問合せください。

● 認定ＮＰＯ法人等以外のＮＰＯ法人等に対する寄附金のうち、住所地の都道府県・市区町村が条例で指定したものは所得税の
寄附金控除の対象にはなりませんが、個人住民税の寄附金税額控除が受けられます。この場合、別途、市区町村への申告が必
要です。

！

以下の①から⑥に対して寄附金を支払うとともに⑦について払戻請求権を放棄した場合
①　●●県（ふるさと納税）……………………………………………………………………………………… 45,000円
②　□□市（ふるさと納税）……………………………………………………………………………………… 30,000円
③　住所地の日本赤十字社支部…………………………………………………………………………………  15,000円
④　住所地の都道府県共同募金会（社会福祉法人）……………………………………………………………   2,000円
⑤　社会福祉法人▲▲（住所地の都道府県が条例で指定）…………………………………………………… 25,000円
⑥　認定ＮＰＯ法人△△（住所地の都道府県・市区町村ともに条例で指定）………………………………   3,000円
⑦　文化芸術イベント■■（文部科学大臣の指定行事で、住所地の市区町村が条例で指定）の入場料金 … 10,000円
　
A「都道府県、市区町村分への寄附（特例控除対象）」欄　➡　①と②が対象 ①＋②＝75,000円 A

B「共同募金、日赤その他の寄附」欄　➡　③と④が対象 ③＋④＝17,000円 B

C「都道府県条例指定寄附」欄　➡　⑤と⑥が対象 ⑤＋⑥＝28,000円 C

D「市区町村条例指定寄附」欄　➡　⑥と⑦が対象 ⑥＋⑦＝13,000円 D

　
※ ふるさと納税に係る総務大臣の指定がない地方公共団体への寄附（特例控除対象以外）については、 A ではなく Bに記
入します。

※  ⑥の寄附金の額が「都道府県」及び「市区町村」の両方の欄に含まれることから、①から⑦の合計額と A から D の合計額
は同じになりません。

記載例

別居の配偶者・親族の氏名・住所
第二表で記入した配偶者・親族のうち、別居している方の氏名と住所を記入します。
※ 年末調整を受けた給与がある方が、第二表の「配偶者や親族に関する事項（⑯～⑲）」欄の記入を省略するときは、その
別居している方のマイナンバー（個人番号）も記入します。20ページの配偶者及び21ページのその他の親族で調整
に〇を記入した場合については、マイナンバーの記入は不要です。

第 二 表

円 円 円 円

共同募金、日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

都道府県、市区町村
への寄附

（特例控除対象）
円円円円 円円円円 円円円円 円円円円

A C D

◯ 住民税に関する事項

B
13,000
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（参考）申告や納税について知っておきたいこと
1　所得の種類と課税方法

申告書Aを使用して申告できる所得は次の4種類のうち、課税方法が総合課税のもの
です。なお、予定納税のある方は申告書Aを使用できません。

種　類 概　要 課税方法
給与所得 俸給や給料、賃金、賞与、歳費などの所得

総合
雑所得

公的
年金等

国民年金、厚生年金、確定給付企業年金、確定拠出企業年金、恩給、
一定の外国年金などの所得

業務 原稿料、講演料又はネットオークションなどを利用した個人取引若
しくは食料品の配達などの副収入による所得

その他
生命保険の年金など他の所得に当てはまらない所得
先物取引に係る所得 申告分離

配当所得

法人から受ける剰余金の配当、公募株式等証券投資信託の収益の
分配などの所得（申告分離課税を選択したものを除く。）
確定申告不要制度があります（➡33ページ）。

総合

特定目的信託（私募のものに限ります。）の社債的受益権の収益の分
配などの所得 源泉分離

一時所得
生命保険の一時金、賞金や懸賞当せん金などの所得 総合

保険・共済期間が5年以下の一定の一時払養老保険や一時払損害
保険の所得など 源泉分離

申告分離課税や事業所得など次の所得がある場合は、申告書Bを使用します。

種　類 概　要 課税方法

事業所得
（営業等・農業）

商・工業や漁業、農業、自由職業などの自営業から生ずる所得 総合

事業規模で行う、株式等を譲渡したことによる所得や先物取引に
係る所得 申告分離

不動産所得 土地や建物、船舶や航空機などの貸付けから生ずる所得 総合

利子所得

国外で支払われる預金等の利子などの所得 総合
特定公社債の利子などの所得
確定申告不要制度があります（➡33ページ）。 申告分離

預貯金の利子などの所得 源泉分離

配当所得
上場株式等に係る配当等、公募株式等証券投資信託の収益の分配
などで申告分離課税を選択したものの所得
確定申告不要制度があります（➡33ページ）。

申告分離

譲渡所得
ゴルフ会員権や金地金、機械などを譲渡したことによる所得 総合

土地や建物、借地権、株式等を譲渡したことによる所得
※ 株式等の譲渡については事業所得、雑所得となるものを除く。 申告分離

山林所得 所有期間が5年を超える山林（立木）を伐採して譲渡したことなど
による所得

申告分離
退職所得 退職金、一時恩給、確定給付企業年金法及び確定拠出年金法に

よる一時払の老齢給付金などの所得

総合  ：総合課税
確定申告により、他の所得と
合算して税金を計算する制度
です。

：申告分離課税
確定申告により、他の所得と
分離して税金を計算する制度
です。

：源泉分離課税
他の所得とは関係なく、所得
を受け取るときに一定の税額
が源泉徴収され、それで全て
の納税が完結する制度です
（確定申告することはできませ
ん。）。左の表の「概要」欄に掲
げる所得のほか、金投資（貯蓄）
口座の所得なども源泉分離課
税の対象とされています。

申告分離

源泉分離
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2　利子所得と配当所得の課税方法
1.総合課税と申告分離課税の選択
①上場株式等の配当等に係る利子所得
申告する場合は、申告分離課税の対象となり、総合課税を選択することはできません。
②上場株式等の配当等（大口株主等が支払を受けるものを除く。）に係る配当所得 
申告する場合は、総合課税に代えて、申告分離課税を選択することができます。ただし、申告分離課税を選択
すると、配当控除を受けられません。

※1 申告分離課税の場合、所得税の税率は15％（住民税５％）となります。また、所得税と併せて復興特別所得税（➡28ペー
ジ）がかかります。

※2 申告する場合は、申告する②の配当所得の全てについて、総合課税と申告分離課税のいずれかを選択する必要がありま
す（①の利子所得を申告分離課税とし、②の配当所得を総合課税とすることはできます。）。

※3 申告分離課税とする場合でも、申告書B第二表「所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）」欄に該当事項
を記入します。

確定申告において、申告分離課税を選択せず、①の利子所得・②の配当所得について確定申告不要制度を選択した場合、
又は②の配当所得について総合課税を選択した場合、その後修正申告や更正の請求において、これらの利子所得・配当所
得について申告分離課税を選択する変更はできません。申告分離課税を選択した場合も同様です。

！

2.確定申告不要制度
次の①～⑦に係る利子等・配当等は、確定申告をしないで源泉徴収だけで済ませる確定申告不要制度を選択でき
ます。ただし、この制度を選択すると、配当控除や所得税等の源泉徴収税額の控除を受けられません。
①少額配当等
②金融商品取引所に上場されている株式等の利子等・配当等（大口株主等が支払を受けるものを除く。）
③公募証券投資信託の収益の分配
④特定投資法人の投資口の配当等
⑤特定受益証券発行信託（公募のものに限ります。）の収益の分配
⑥特定目的信託（公募のものに限ります。）の社債的受益権の剰余金の配当
⑦特定公社債の利子
※1 1回に支払を受けるべき利子等又は配当等の額ごとに選択できます（源泉徴収口座を除く。）。
※2 この制度を選択せず、これらの利子等・配当等について確定申告をした場合、その後修正申告や更正の請求において、

これらの利子等・配当等を申告しないこととする変更はできません。この制度を選択した場合も同様です。

●用語の解説
◆ 上場株式等の配当等
特定公社債の利子、公募公社債投資信託の収益の
分配、上場株式の配当、公募株式投資信託の収益
の分配などをいいます。

◆ 特定公社債
国債、地方債、外国国債、公募公社債、平成27年
12月31日以前に発行された公社債（同族会社が発
行した社債を除く。）などをいいます。

◆ 大口株主等
上場会社等の発行済株式等の３％以上を保有する
方をいいます。

◆ 少額配当等
1銘柄について1回に支払を受けるべき金額が、次
により計算した金額以下であるものをいいます。
10万円  × 配当計算期間の月数（最高12か月）÷  12

※「配当計算期間」とは、その配当等の直前の支払に係る基準
日の翌日から、その配当等の支払に係る基準日までの期間
をいいます。

●源泉徴収制度
①上場株式等の配当等に係る 利子所得・配当所得
支払金額に対して所得税等（15.315%）、住民税
（5%）が源泉徴収等されています。
②上場株式等以外の配当等や上場株式等の配当等（大
口株主等が支払を受けるもの）に係る 配当所得
支払金額に対して所得税等（20.42%）のみが源泉
徴収されています。

●源泉徴収口座（源泉徴収を行う特定口座）
源泉徴収口座に受け入れた上場株式等の配当等は同一
口座内の上場株式等の譲渡所得等と損益通算ができ、
その口座ごとに確定申告不要制度を選択できます。
また、源泉徴収口座内の 譲渡所得等 と同一口座内の 
利子所得・配当所得 のいずれかのみを申告すること
もできますが、源泉徴収口座内の譲渡損失を申告する
場合には、同一口座内の 利子所得・配当所得 の金額
を併せて申告する必要があります。
HP参照：『株式等の譲渡所得等の申告のしかた（記載例）』
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3.配当控除の対象とならないもの
配当控除の対象は、日本国内に本店のある法人から受ける剰余金の配当、利益の配当、剰余金の分配、金銭の分
配、証券投資信託の収益の分配などで、確定申告において総合課税の適用を受けた配当所得に限られます。した
がって、外国法人から受ける配当等は、配当控除の対象となりません。
また、次の配当などは配当控除の対象になりません。

（1） 確定申告不要制度を選択したもの
（2） 申告分離課税制度を選択したもの
（3） 基金利息
（4） 私募公社債等運用投資信託等の収益の分配に係る

配当等
（5） 国外私募公社債等運用投資信託等の配当等
（6） 外国株価指数連動型特定株式投資信託の収益の分

配に係る配当等

（7） 特定外貨建等証券投資信託の収益の分配に係る配
当等

（8） 適格機関投資家私募による投資信託から支払を受
けるべき配当等

（9） 特定目的信託から支払を受けるべき配当等
（10） 特定目的会社から支払を受けるべき配当等
（11） 投資法人から支払を受けるべき配当等

3　退職所得の計算方法
◎ 退職所得を申告する場合（➡4ページ）は、次の式で計算します。
● 一般退職手当等（特定役員退職手当等以外の退職金）のみの場合
（一般退職手当等の収入金額－退職所得控除額※1）×0.5
●  特定役員退職手当等（役員等としての勤続年数が5年以下である方が支払を受ける退職金のうち、その役員
等としての勤続年数に対応する退職金として支払を受ける退職金）のみの場合
特定役員退職手当等の収入金額－退職所得控除額※1

● 一般退職手当等と特定役員退職手当等の両方がある場合（㋐＋㋑）
㋐ ｛一般退職手当等の収入金額－（退職所得控除額　－特定役員退職所得控除額　）｝×0.5
　　　　　　　  A　　　　　　　　　　　　　　　　　B
㋑ 特定役員退職手当等の収入金額－特定役員退職所得控除額　 
　　　　　　　　C　　　　　　　　　　　　  D
なお、次の（1）又は（2）に当てはまるときは、上記によらず次によります。
（1） A＜Bのとき

（特定役員退職手当等の収入金額＋一般退職手当等の収入金額）－退職所得控除額※1

（2） C＜Dのとき
{一般退職手当等の収入金額－（退職所得控除額※1－特定役員退職手当等の収入金額）｝×0.5

※1 退職所得控除額は、次のとおりです。
● 勤続年数が20年までの場合…40万円×勤続年数（80万円より少ないときは80万円）
● 勤続年数が20年を超える場合…70万円×勤続年数－600万円
障害者となったことにより退職した場合は、上記で計算した金額に100万円を加算します。
なお、前年以前に他の退職金を受け取ったことがある場合など一定の場合には、控除額の計算が異な
ることがあります。

※2 特定役員退職所得控除額は、次のとおりです。
● 特定役員退職手当等に係る勤続期間と一般退職手当等に係る勤続期間の重複がない場合…40万円×特
　 定役員等勤続年数
● 特定役員退職手当等に係る勤続期間と一般退職手当等に係る勤続期間の重複がある場合…40万円×
　 （特定役員等勤続年数－重複勤続年数）＋20万円×重複勤続年数

◎  退職所得の収入金額と退職所得控除額については、申告書第三表「退職所得に関する事項」欄に記入し、特定役
員退職手当等がある場合には、その収入金額と退職所得控除額を上段に括弧書きで内書きしてください。また、
申告書B第二表「所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）」欄に該当事項を記入します。

※1 ※2

※2
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4　医療費控除の対象となる医療費

5　災害により被害を受けた場合
災害により被害を受けた場合には、次のような申告・納税等に係る手続等がありますので、詳しくは国税庁ホーム
ページをご覧いただくか、最寄りの税務署へご相談ください。
● 災害等の理由により申告・納付などをその期限までにできないときは、所轄税務署に申請しその承認を受けるこ
とにより、その理由のやんだ日から２か月以内の範囲でその期限を延長することができます。
● 災害により住宅や家財などに損害を受けた場合は、確定申告を行うことで所得税法の雑損控除（➡22ページ）又
は災害減免法（➡27ページ）の適用を受けることができます。

医療費控除の対象 控除の対象に含まれるもの（例示） 控除の対象に含まれないもの（例示）
● 医師、歯科医師による
診療や治療の対価 

● 治療のためのあん摩
マッサージ指圧師、は
り師、きゅう師、柔道
整復師などによる施術
の対価

● 助産師による分べんの
介助の対価

● 医師等による一定の特
定保健指導の対価

● 介護福祉士等による喀
痰吸引等の対価

● 医師等による診療等を受けるために直接必要なも
ので、次のような費用
○ 通院費
○ 医師等の送迎費
○ 入院の対価として支払う部屋代や食事代
○ 医療用器具の購入や賃借のための費用
○ 義手、義足、松葉づえ、義歯や補聴器等の購入
の費用

○ 身体障害者福祉法などの規定により、都道府県
や市町村に納付する費用のうち、医師等の診療
費用などに当たるもの

○ 6か月以上寝たきりの人のおむつ代で、その人
の治療をしている医師が発行した証明書（「おむ
つ使用証明書」）のあるもの

● 介護保険制度の下で提供される一定の施設・居宅サー
ビス等の対価

● 容姿を美化し、容ぼうを変
えるなどの目的で行った整
形手術の費用

● 健康診断の費用
● タクシー代（電車やバスなど
の公共交通機関が利用でき
ない場合を除きます。）

● 自家用車で通院する場合の
ガソリン代や駐車料金

● 治療を受けるために直接必
要としない、近視や遠視の
ための眼鏡、補聴器等の購
入費用

● 保健師や看護師、准看
護師による療養上の世
話の対価

● 左記以外で、療養上の世話を受けるために特に依
頼した人に支払う療養上の世話の対価

● 親族に支払う療養上の世話
の対価

● 治療や療養に必要な医
薬品の購入の対価

● かぜの治療のために使用した一般的な医薬品の購
入費用

● 医師等の処方や指示により、医師等による診療等
を受けるため直接必要なものとして購入する医薬
品の購入費用

● 疾病の予防又は健康増進の
ために供されるものの購入
費用（疾病を予防するための
予防接種やサプリメント等
の費用を含みます。）

● 病院、診療所又は助産
所などへ収容されるた
めの人的役務の提供の
対価

● 病状からみて急を要する場合に病院に収容される
ための費用

● 親族などから人的役務の提
供を受けたことに対し支払
う謝礼

※1 人間ドックなどの健康診断や特定健康診査の費用は控除の対象となりませんが、健康診断の結果、重大な疾病が発見さ
れた場合で、引き続き治療を受けるとき、又は特定健康診査を行った医師の指示に基づき一定の特定保健指導を受けた
ときには、健康診断や特定健康診査の費用も医療費控除の対象となります。

※2 おむつ代について医療費控除を受けることが2年目以降で、介護保険法の要介護認定を受けている一定の人は、市町村
長等が交付するおむつ使用の確認書等を「おむつ使用証明書」に代えることができます。

※3 医療費は、令和2年中に実際に支払ったものに限って控除の対象となります。未払となっている医療費は、実際に支払っ
た年の医療費控除の対象となります。

※4 医療費控除の対象となる介護保険制度の下で提供される一定の施設・居宅サービス等の対価については、国税庁ホーム
ページ（タックスアンサー『医療費控除の対象となる介護保険制度下での施設サービス（居宅サービス等）の対価』）をご覧
ください。なお、障害者自立支援法制度の下で提供される居宅介護・重度訪問介護等の一定の障害福祉サービスの対価
なども医療費控除の対象となります。

病状などに応じて一般的に支出される水準を著しく超えない部分の金額が対象となります。
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6　納税が遅れた場合など
納税が納期限（令和3年3月15日（月））に遅れた場合、あるいは振替納税をご利用の方が残高不足等により振替が
できなかった場合は、納期限の翌日から納付日までの延滞税がかかります。このような場合は、金融機関（日本銀
行歳入代理店）又は住所地等の所轄税務署の納税窓口で、本税と併せて延滞税を納付してください。
※ 令和3年3月15日までに申告し、遅れて納付した場合の延滞税の割合は、令和3年3月16日から同年5月15日までの間は
年「7.3％」と「延滞税特例基準割合＋1％」のいずれか低い割合、令和3年5月16日以降は年「14.6%」と「延滞税特例基準割
合＋7.3％」のいずれか低い割合となります。

 なお、延滞税特例基準割合とは、各年の前々年の9月から前年の8月までの各月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利
の合計を12で除して得た割合として各年の前年の11月30日までに財務大臣が告示する割合に、年1％の割合を加算した割
合をいいます。

7　申告に誤りがあった場合など
● 申告をした税額等に誤りがあった場合は、次によります。
法定申告期限内の場合は、再度、確定申告書を正しく作成し、期限までに提出してください。
法定申告期限を過ぎた場合は、次の方法で申告内容を訂正してください。

訂正方法

申告をした税額等が実際より少なかったとき 『修正申告書』を提出して正しい額に訂正する（※1）。

申告をした税額等が実際より多かったとき 『更正の請求書』を提出して正しい額への訂正を求める（※2）。

※1 誤っている申告額を自発的に訂正しない場合には、税務署長が正しい額に更正します。
※2 更正の請求ができる期間は、原則として法定申告期限から5年以内です。

● 法定申告期限内に申告することを忘れていた場合には、できるだけ早く申告してください。
なお、申告の必要があるにもかかわらず、確定申告をされなかった場合には、税務署長が所得金額や税額を決定します。

●   税務署長が更正や決定を行う場合や提出期限に遅れて申告した場合などには、新たに加算税が賦課される場合が
あるほか、法定申告期限の翌日から納付日までの延滞税を併せて納付しなければなりませんので、ご注意ください。

8　売上高が1,000万円を超える場合（消費税について）
1. 令和2年分の課税売上高が1,000万円を超える個人事業者の方
令和2年分の課税売上高が1,000万円を超える個人事業者の方は、令和4年分の消費税の課税事業者に該当し
ます。
新たに課税事業者となる場合には、『消費税課税事業者届出書（基準期間用）』を速やかに住所地等の所轄税務署
に提出してください。
消費税の納付税額は、原則として、課税売上げに係る消費税額から課税仕入れ等に係る消費税額を控除して計算します。
ただし、令和2年分の課税売上高が5,000万円以下の場合には、「簡易課税制度」を選択することにより、実際
の課税仕入れ等に係る消費税額を計算せずに、課税売上げに係る消費税額に、一定の「みなし仕入率」を乗じた
金額を課税仕入れ等に係る消費税額とみなして、納付税額を計算できます。
令和4年分から簡易課税制度を適用して申告する場合には、令和3年12月31日までに『消費税簡易課税制度選
択届出書』を住所地等の所轄税務署に提出する必要があります。
※1 令和3年分の基準期間である令和元年分の課税売上高が1,000万円以下であっても、特定期間（令和2年１月１日か

ら令和2年6月30日までの期間）の課税売上高が1,000万円を超える個人事業者の方は、令和3年分の消費税の課
税事業者に該当します。

  なお、特定期間における1,000万円の判定は、課税売上高に代えて給与等支払額の合計額によることもできます。
   上記の判定により課税事業者となる場合には、『消費税課税事業者届出書（特定期間用）』を速やかに住所地等の所轄税

務署に提出してください。
※2 課税売上高とは、消費税の課税対象となる取引（事業活動に付随して行われる取引、例えば、事業用建物の売却なども

含まれます。）の売上高をいいます。ほとんどの取引に係る売上高が課税売上高に該当しますが、土地の売却収入、住
宅家賃、社会保険診療報酬など、消費税の非課税取引に係る収入等は除かれます。また、原稿料、印税、講演料、出
演料、講師謝金、インターネットによる収入なども課税売上高に該当します。

※3 一般課税の方（簡易課税制度の適用を受けない方）は、課税仕入れ等の事実を記載した帳簿と請求書等の両方の保存が
ないと、仕入れや経費の支払の際の消費税分を控除することができませんのでご注意ください。 

※4 令和元年分とは、平成31年1月1日から令和元年12月31日までの期間に係る年分をいいます。
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2. 平成30年分の課税売上高が1,000万円を超えている個人事業者の方
平成30年分の課税売上高が1,000万円を超えている個人事業者の方は、令和2年分の消費税の課税事業者に
該当します。この場合、 令和3年3月31日（水）までに消費税の確定申告と納税を行う必要があります。
※1 平成30年分の課税売上高が1,000万円以下であっても、特定期間（平成31年1月1日から令和元年6月30日まで

の期間）の課税売上高が1,000万円を超える個人事業者の方は、令和2年分の消費税の課税事業者に該当します。 
なお、特定期間における1,000万円の判定は、課税売上高に代えて給与等支払額の合計額によることもできます。

※2 高額特定資産の仕入れ等を行った個人事業者の方は、その仕入れ等を行った日の属する年分の翌年分以後において、
事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用が制限される場合があります。経過措置を含め、詳しくは、国税庁ホームペー
ジの『消費税法の改正のお知らせ（平成28年4月）（平成28年11月改訂）』をご覧ください。

消費税の一般的な事柄や手続は『消費税のあらまし』を、申告や納税の手続は『消費税及び地方消費税の確定申告の手引き』を
ご覧ください。
『消費税のあらまし』のほか、各種説明書及び届出書は、国税庁ホームページに掲載しています。
また、令和２年４月に消費税法等の一部が改正され、「居住用賃貸建物の取得等に係る仕入税額控除制度の適正化」等の改正
が行われました。詳しくは、国税庁ホームページの『消費税法改正のお知らせ（令和２年４月）』をご覧ください。

9　財産債務調書制度・国外財産調書制度について
○ 財産債務調書制度について
確定申告が必要な方（➡3ページ）で、その年分の退職所得を除く各種所得金額の合計額が2,000万円を超え、
かつ、その年の12月31日において、その価額の合計額が3億円以上の財産又はその価額の合計額が１億
円以上の国外転出特例対象財産（※1）を有する方は、その財産の種類、数量及び価額並びに債務の金額その
他必要な事項を記載した「財産債務調書」を、所得税の納税地の所轄税務署に提出しなければならないことと
されています（※2）。
令和2年12月31日分の財産債務調書の提出期限は、令和3年3月15日（月）です。 
詳しくは、国税庁ホームページの『財産債務調書制度に関するお知らせ』をご覧ください。
※1  「国外転出特例対象財産」とは、所得税法第60条の２第１項に規定する有価証券等並びに同条第２項に規定する未決

済信用取引等及び同条第３項に規定する未決済デリバティブ取引に係る権利をいいます。
※2  相続開始年の年分に係る財産債務調書については、その相続又は遺贈により取得した財産又は債務を記載せずに提出

することができ、財産債務調書の提出義務は、その相続又は遺贈により取得した財産を除いた財産の価額の合計額に
より判定します。

○ 国外財産調書制度について
居住者（非永住者を除きます。）の方で、その年の12月31日において、その価額の合計額が5,000万円を超
える国外財産を有する方は、その国外財産の種類、数量及び価額その他必要な事項を記載した「国外財産調書」
を、住所地等の所轄税務署に提出しなければならないこととされています（※）。
令和2年12月31日分の国外財産調書の提出期限は、令和3年3月15日（月）です。
詳しくは、国税庁ホームページの『国外財産調書制度に関するお知らせ』をご覧ください。
※  相続開始年の年分に係る国外財産調書については、その相続又は遺贈により取得した国外財産（相続国外財産）を記載せ
ずに提出することができ、国外財産調書の提出義務は、相続国外財産を除いた国外財産の価額の合計額により判定します。
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この手引きにおいて使用している用語の解説です。

◆ 総所得金額等
次の①と②の合計額に、退職所得金額（※1）、山林所
得金額を加算した金額です。
※1 退職所得金額は、確定申告が不要な場合でも計算に当

たって加算する必要があります。
※2 申告分離課税の所得がある場合には、それらの所得金

額（長（短）期譲渡所得については特別控除前の金額）の
合計額を加算した金額です。

① 事業所得、不動産所得、給与所得、総合課税の利子
所得・配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合計額
（損益通算後の金額）
② 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（損益
通算後の金額）の2分の1の金額 

ただし、次の繰越控除を受けている場合は、その適用
後の金額をいいます。
● 純損失や雑損失の繰越控除
● 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除
● 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除
● 上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除
●  特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越
控除

● 先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除

◆ 合計所得金額
次の①と②の合計額に、退職所得金額（※1）、山林所
得金額を加算した金額です。
※1 退職所得金額は、確定申告が不要な場合でも計算に当

たって加算する必要があります。
※2 申告分離課税の所得がある場合には、それらの所得金

額（長（短）期譲渡所得については特別控除前の金額）の
合計額を加算した金額です。

① 事業所得、不動産所得、給与所得、総合課税の利子
所得・配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合計額
（損益通算後の金額）
② 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（損益
通算後の金額）の2分の1の金額

ただし、「◆ 総所得金額等」で掲げた繰越控除を受け
ている場合は、その適用前の金額をいいます。

◆ 生計を一にする
日常の生活の資を共にすることをいいます。
会社員、公務員などが勤務の都合により家族と別居し
ている又は親族が修学、療養などのために別居してい
る場合でも、①生活費、学資金又は療養費などを常に
送金しているときや、②日常の起居を共にしていない
親族が、勤務、修学等の余暇には他の親族のもとで起
居を共にしているときは、「生計を一にする」ものとし
て取り扱われます。

◆ 同一生計配偶者
あなたの配偶者で、次のいずれにも該当する方
● 令和2年12月31日（年の中途で死亡した場合には、
その死亡の日）の現況において、あなたと生計を一に
している。

● 合計所得金額が48万円以下である。
● 青色申告者の事業専従者として給与の支払を受けて

いない又は白色申告者の事業専従者でない。
※ 配偶者の収入がパート収入（給与所得）のみの場合における所
得金額の計算（➡10ページ）

※ 配偶者の収入が公的年金（雑所得）のみの場合における所得金
額の計算（➡11ページ）

◆ 控除対象配偶者
同一生計配偶者のうち、あなたの合計所得金額が1,000
万円以下の場合の配偶者をいいます。

◆ 老人控除対象配偶者
控除対象配偶者のうち、昭和26年1月1日以前に生
まれた方（年齢が70歳以上の方）

◆ 国外居住親族
非居住者（国内に住所を有せず、かつ、現在まで引き
続いて１年以上国内に居所を有しない個人）である親
族をいいます。確定申告において、国外居住親族に係
る扶養控除、配偶者（特別）控除又は障害者控除の適用
を受ける場合には、その親族に係る「親族関係書類」及
び「送金関係書類」の添付等が必要です（➡42ページ）。

◆ 扶養親族
令和2年12月31日（年の中途で死亡した場合には、
その死亡の日）の現況において、次のいずれにも該当
する方
● 配偶者以外の親族（6親等内の血族及び3親等内の姻
族）、都道府県知事から養育を委託された児童（いわ
ゆる里子）又は市町村長から養護を委託された老人
である。

● あなたと生計を一にしている。
● 合計所得金額が48万円以下である。 
● 青色申告者の事業専従者として給与の支払を受けて
いない又は白色申告者の事業専従者でない。

◆ 控除対象扶養親族
扶養親族のうち、平成17年1月1日以前に生まれた
方（年齢が16歳以上の方）

◆ 特定扶養親族
控除対象扶養親族のうち、平成10年1月2日から平
成14年1月1日までの間に生まれた方（年齢が19歳
以上23歳未満の方）

◆ 老人扶養親族
控除対象扶養親族のうち、昭和26年1月1日以前に
生まれた方（年齢が70歳以上の方）

◆ 同居老親等
老人扶養親族のうち、あなたや配偶者の直系尊属（父
母、祖父母など）で、あなたや配偶者との同居を常と
している方
※ 老人ホームなどへ入所している場合は、同居を常として
いるとはいえません。

国税庁ホームページのタックスアンサーでは、この
ほかの用語についてもキーワードで検索できます。
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～お知らせ～～お知らせ～
○   申告書等の添付書類について
確定申告書及び修正申告書（以下「申告書等」といいます。）については、源泉徴収票等の以下の書類の添付又は
提示は不要です。
なお、申告書等には、源泉徴収票等の内容を記載する必要があります。税務署等で申告書等を作成する場合には、
源泉徴収票等が必要ですので、忘れずにお持ちください。
（添付が不要となる書類）
・給与所得、退職所得、公的年金等の源泉徴収票
・オープン型証券投資信託の収益の分配の支払通知書
・配当等とみなす金額に関する支払通知書
・上場株式配当等の支払通知書
・特定口座年間取引報告書
・未成年者口座年間取引報告書
・特定割引債の償還金の支払通知書
・ 「相続財産に係る譲渡所得の課税の特例」の適用を受ける場合の相続税額及びその相続税額に係る課税価格の
資産ごとの明細を記載した書類

○   住宅借入金等特別控除の拡充について
住宅借入金等特別控除について、住宅の取得等又は住宅の増改築等が特別特定取得（※）に該当し、その住宅を
令和元年10月１日以後に居住の用に供した場合で一定の要件を満たすときには、控除期間を10年から13年
に延長する等の改正が行われました。
詳しくは、「住宅借入金等特別控除を受けられる方へ（新築・購入等）」又は「（特定増改築等）住宅借入金等特別
控除を受けられる方へ（住宅の増改築等）」をご覧ください。
（※） 「特別特定取得」とは、住宅の新築、取得又は増改築等に係る対価の額等に含まれる消費税額等が、10％の税率によ

り課されるべきものである場合における住宅の取得等又は住宅の増改築等をいいます。

○ ふるさと納税（寄附金控除）の申告漏れにご注意ください。
「ふるさと納税ワンストップ特例」の適用に関する申請書を提出している方であっても、５団体を超える自
治体にふるさと納税を行った場合や医療費控除を受けるなどの理由により所得税の確定申告をする場合
は、ふるさと納税を行った全ての金額を寄附金控除の計算に含め申告する必要があります。 
※ふるさと納税ワンストップ特例
確定申告の不要な給与所得者等がふるさと納税を行った場合、ふるさと納税先の自治体が５団体以内で、各ふるさと納
税先の自治体に特例の適用に関する申請書を提出すれば、所得税の確定申告をせずに、住民税からふるさと納税の寄附
金控除を受けられます。
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～市区町村からのお知らせ～ ～市区町村からのお知らせ～ 詳しくは、お住まいの市区町村にお尋ねください。詳しくは、お住まいの市区町村にお尋ねください。

○ 年金所得者に係る確定申告不要制度に伴う個人住民税の申告について
 年金所得者に係る確定申告不要制度（➡4ページ）により所得税等の確定申告をしなかった場合で、次に当て
はまるときは個人住民税の申告が必要です。
① 公的年金等に係る雑所得のみがある方で、「公的年金等の源泉徴収票」に記載されている控除（社会保険料
控除や配偶者控除、扶養控除、基礎控除等）以外の各種控除の適用を受けるとき

②公的年金等に係る雑所得以外の所得があるとき
○ 公的年金等に係る個人住民税の特別徴収（引き落とし）について
令和2年度において公的年金等からの特別徴収の対象となっていた方は原則として引き続き特別徴収によ
り納税いただき、令和2年4月3日から令和3年4月2日までに誕生日を迎え65歳になられた方は、令
和3年度より新たに特別徴収の対象者となります。

○ 上場株式等に係る配当所得等の申告について
上場株式等に係る配当所得等について、個人住民税において総合課税又は申告分離課税を選択する場合に
は、納税通知書の送達までに、確定申告書又は個人住民税の申告書を提出する必要があります。
なお、上場株式等に係る配当所得等について、個人住民税において所得税等と異なる課税方式を選択する
場合には、納税通知書の送達までに、確定申告書とは別に個人住民税の申告書を提出する必要があります。

○ 個人住民税の住宅借入金等特別税額控除制度について
所得税の額から控除しきれなかった住宅借入金等特別控除（➡26ページ）額がある場合、翌年度分（令和3
年度分）の個人住民税額からその控除しきれなかった金額を控除できる場合があります。
この制度の適用を受けるためには、年末調整によりこの制度の適用を受けている方を除き、住宅借入金等
特別控除を受けるための確定申告書を住所地等の所轄税務署へ提出する必要がありますのでご注意くださ
い。
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3.申告書に添付・提示する書類

○申告内容に応じて次の書類の添付又は提示が必要です。

※ 配偶者、扶養親族及び事業専従者などの本人確認書類は不要です。

申告書を提出するときに、以下の書類をその区分に応じ添付するか又は提示しなければなりません。
※書類を添付する場合は、『添付書類台紙』などに貼って申告書と一緒に提出します。
（注）申告書等については、源泉徴収票等の添付又は提示は不要です（詳細は39ページをご参照ください。）。なお、申告書等には、
源泉徴収票等の内容を記載する必要があります。税務署等で申告書等を作成する場合には、源泉徴収票等が必要ですので、
忘れずにお持ちください。

○申告書に記載された申告者ご本人のマイナンバー（個人番号）については、税務署で本人確認を行うため、次の
本人確認書類の提示又は写しの添付が必要です。

項目等 添付又は提示すべき書類 チェック欄 添付又は提示

社会保険料控除 ⑨
国民年金保険料及び国民年金基金の掛金について
社会保険料控除を受ける場合は、『社会保険料（国
民年金保険料）控除証明書』等（※１）

□

 添付又は提示
添付書類台紙
などに貼って
申告書と一緒
に提出する
又は
提出の際に提
示する

小規模企業共済等掛金控除 ⑩ 支払った掛金額の証明書（※１） □

生命保険料控除 ⑪ 支払額などの証明書（旧生命保険料に係るもので
１契約９千円以下のものを除きます。）（※１） □

地震保険料控除 ⑫ 支払額などの証明書（※１） □

勤労学生控除 ⑮
専修学校や各種学校の生徒、職業訓練法人の認定
職業訓練を受けている方は、その学校や法人から
交付される証明書（※１）

□

申告書を提出す
る前に、これらの
書類が揃ってい
るかチェックしま
しょう。

　 本人確認書類 チェック欄 添付又は提示

　 マイナンバーカード（個人番号カード）
※写しを添付する場合には、表面及び裏面の写しが必要です。 □

 添付又は提示
本人確認書類
の写しを、添
付書類台紙な
どに貼って申
告書と一緒に
提出する
又は
本人確認書類
を、提出の際
に提示する

　

①番号確認書類及び②身元確認書類
　

□

●通知カード（その記載事項（氏
名・住所など）に変更がない
場合又は正しく変更手続が取
られている場合に限ります。）
●住民票の写し又は住民票記載
事項証明書(マイナンバーの
記載があるものに限ります。)
などのうち、いずれか１つ

番号確認書類
《ご本人のマイナンバー
を確認できる書類》

①

●運転免許証
●公的医療保険の被保険者証
（写しを添付する場合、写し
の保険者番号及び被保険者等
記号・番号部分を復元できな
い程度に塗り潰してくださ
い。）
●パスポート
●身体障害者手帳
●在留カード
などのうち、いずれか１つ

身元確認書類
《記載したマイナンバー
の持ち主であることを
確認できる書類》

②

＋マイナンバーカード
をお持ちでない方

マイナンバーカード
をお持ちの方

「所得から差し
引かれる金額」
で、右の項目
を記入した方
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項目等 添付又は提示すべき書類 チェック欄 添付又は提示

障害者控除
配偶者（特別）控除
扶養控除

⑯

～

⑲
国外居住親族について控除の適用を受ける場合
は、『親族関係書類』及び『送金関係書類』（※2） □

添付又は提示
添付書類台紙などに
貼って申告書と一緒
に提出する
又は
提出の際に提示する

雑損控除 ㉒ 災害等に関連してやむを得ない支出をした金額に
ついての領収書 □

医療費控除

㉓

医療費控除の明細書（➡44ページ） □ 添付
申告書と一緒
に提出する

医療費通知（医療費のお知らせ）（原本）
○ 医療費通知を添付し、明細の記載を省略する場合に限ります。保険者番号及び被保険者
等記号・番号部分がある場合は、その番号部分を復元できない程度に塗り潰してください。

□

各種証明書等（おむつ証明書など） □ 添付又は提示

セルフメディケーション
税制による
医療費控除の特例

セルフメディケーション税制の明細書 □ 添付

適用を受ける年分において一定の取組を行ったこ
とを明らかにする書類 □ 添付又は提示

寄附金控除 ㉔

●寄附した団体などから交付された寄附金の受領証
●特定の公益法人や学校法人などに対する寄附
や、一定の特定公益信託の信託財産とするため
の支出については、その法人や信託が適格であ
ることなどの証明書又は認定証の写し
●政治献金については、選挙管理委員会等の確認印
のある『寄附金（税額）控除のための書類』（※3）

□

添付又は提示
添付書類台紙などに
貼って申告書と一緒
に提出する
又は
提出の際に提示する

（特定増改築等）
住宅借入金等特別控除 29

HP参照：『住宅借入金等特別控除を受けられる方へ（新築・
購入用）』、『（特定増改築等）住宅借入金等特別
控除を受けられる方へ（住宅の増改築用）』

□ 添付
申告書と一緒
に提出する

政党等寄附金特別控除 30

『政党等寄附金特別控除額の計算明細書』 □

選挙管理委員会等の確認印のある「寄附金（税額）
控除のための書類」（※3） □

添付
添付書類台紙など
に貼って申告書と
一緒に提出する

認定NPO法人等寄附
金特別控除 31 HP参照：『認定ＮＰＯ法人等寄附金特別控除を受けられる方へ』 □ 添付

(添付書類台紙など
に貼って)申告書と
一緒に提出する

公益社団法人等寄附金
特別控除 32 HP参照：『公益社団法人等寄附金特別控除を受けられる方へ』 □

住宅耐震改修特別控除 33 HP参照：『住宅耐震改修特別控除・住宅特定改修特別税額控除を受けられる方へ』 □

添付
申告書と一緒
に提出する

住宅特定改修特別
税額控除 34 HP参照：『住宅耐震改修特別控除・住宅特定改修特別税額控除を受けられる方へ』 □

認定住宅新築等
特別税額控除 35 HP参照：『認定住宅新築等特別税額控除を受けられる方へ』 □

外国税額控除 41
『外国税額控除に関する明細書』 □
外国所得税を課税されたことを証明する書類 □

分配時調整外国税
相当額控除 42

『分配時調整外国税相当額控除に関する明細書』 □
各種支払通知書等 □

※1 給与所得者が、既に年末調整でこの控除を受けている場合は、添付又は提示は不要です。
※2  ・『親族関係書類』とは、次の①又は②のいずれかの書類で、その国外居住親族があなたの親族であることを証するものを

いいます。①戸籍の附票の写しその他の国又は地方公共団体が発行した書類及び国外居住親族の旅券（パスポート）の写
し②外国政府又は外国の地方公共団体が発行した書類（国外居住親族の氏名、生年月日及び住所又は居所の記載がある
ものに限ります。）

        ・『送金関係書類』とは、次の①又は②の書類で、あなたがその年において国外居住親族の生活費又は教育費に充てるため
の支払を、必要の都度、各人に行ったことを明らかにするものをいいます。①金融機関の書類又はその写しで、その金
融機関が行う為替取引によりあなたから国外居住親族に支払をしたことを明らかにする書類②いわゆるクレジットカー
ド発行会社の書類又はその写しで、国外居住親族が、そのクレジットカード発行会社が交付したカードを提示してその
国外居住親族が商品等を購入したこと等により、その商品等の購入等の代金に相当する額をあなたから受領したこと等
を明らかにする書類

        ・いずれの書類も、外国語で作成されている場合にはその翻訳文も必要です。
        ・給与等（公的年金等）の源泉徴収又は年末調整において、源泉徴収義務者に提出し、又は提示したこれらの書類について

は、確定申告書に添付又は提示する必要はありません。
※3 確定申告書を提出するときまでに『寄附金（税額）控除のための書類』の交付が間に合わない場合は、その書類に代えて、寄

附金の受領証の写しを添付して確定申告し、後日、その書類が交付され次第、速やかに税務署に提出します。
◆ このほか、付表や計算書などを使用した方は、その計算書なども申告書と一緒に提出します。
◆ 付表、計算書、明細書及び説明書は、国税庁ホームページからダウンロードできます。なお、税務署にも用意しています。

「税金の計算」
で、右の項目
を記入した方

「所得から差し
引かれる金額」
で、右の項目
を記入した方
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この明細書は、所得税法第73条（医療費控除）の適用を受ける場合に使用します。この控除を受ける方は、セルフメディケーション税
制による医療費控除の特例を受けることができませんので、ご留意ください。

医療費通知を添付する場合、⑴～⑶を記入します。
※１　医療費通知とは、医療保険者等が発行する医療費の額等を通知する書類で、次の事項が記載されたものをいいます。

①被保険者等の氏名　②療養を受けた年月　③療養を受けた者　④療養を受けた病院、診療所、薬局等の名称　
⑤被保険者等が支払った医療費の額　⑥保険者等の名称

※２　あなたや生計を一にする配偶者その他の親族のために支払った医療費に関する医療費通知に限ります。
※3　医療費通知に保険者番号及び被保険者等記号・番号の記載がある場合、その番号部分を復元ができない程度に塗り潰してく

ださい。

⑴「医療費通知に記載された医療費の額」欄
あなたが負担した医療費の合計額を記入します。通知が複数ある場合は、全て合計し記入します。

⑵「⑴のうち、その年中に実際に支払った医療費の額」欄
⑴の医療費のうち、その年中に実際に支払った医療費の合計額を記入します。
※ 　医療費通知に記載された医療費の額は、実際に支払った金額
と異なる場合がありますので、領収書をご確認ください。

⑶「⑵のうち、生命保険や社会保険などで補てんされる金額」欄
生命保険契約、損害保険契約又は健康保険法の規定等に基づき受
け取った保険金や給付金（入院費給付金、出産育児一時金、高額
療養費など）がある場合に、その金額を記入します。
※ 　保険金などで補てんされる金額は、その給付の目的となった
医療費の金額を限度として差し引きますので、引ききれない金
額が生じた場合であっても、他の医療費からは差し引きません。

その年中にあなたや生計を一にする配偶者その他の親族のために支払った医療費について、領収書から必要事項を記入します。
なお、「領収書1枚」ごとではなく、「医療を受けた方」・「病院等」ごとにまとめて記入できます。
（「❶医療費通知に記載された事項」に記入したものについては、記入しないでください。）

⑴「医療を受けた方の氏名」欄
医療を受けた方の氏名を記入します。

⑵「病院・薬局などの支払先の名称」欄
診療を受けた病院や医薬品を購入した薬局などの支払先
の名称を記入します。

⑶「医療費の区分」欄
医療費の内容として該当するものを全てチェックします。

⑷「支払った医療費の額」欄
医療費控除の対象となる金額を記入します。

⑸「⑷のうち生命保険や社会保険などで補てんされる金額」欄
上記❶⑶と同様です。

4.医療費控除の明細書

医療費控除の明細書の記載要領

医療費通知に記載された事項1

医療費（上記❶以外）の明細2

こ
の
ペ
ー
ジ
は
切
り
離
し
て
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

医療費控除（➡23ページ）の適用を受ける場合には、医療費控除の明細書の添付が必要です。
次ページの明細書をご利用ください。（国税庁ホームページでも作成できます。）
医療費の領収書の添付又は提示は必要ありません。ただし、明細書の記入内容の確認のため、確定申告
期限等から５年間、税務署から領収書（医療費通知に係るものを除きます。）の提示又は提出を求める場
合がありますので、領収書はご自宅等で保管してください。

記入例

円

   

円□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

⑸ ⑷のうち生命保険
や社会保険などで
補てんされる金額

⑷支払った医療費
の額⑶医療費の区分⑵病院・薬局などの

支払先の名称
⑴医療を受けた方の
氏名

国税　太郎

　　〃

○△病院

JR、○○バス

12,000

1, 60

記入例
⑵ ⑶

㋑㋐ 円円

⑴

円

⑵のうち生命保険
や社会保険などで
補てんされる金額

⑴のうちその年中
に実際に支払った
医療費の額

医療費通知に記載
された医療費の額

176, 8 1 3,300

医療費通知に記
載された自己負
担額の合計額を
記入します。

⑴で記入した医療費
のうち、その年中に
実際に支払った金額
を領収書等で確認し、
合計額を記入します。

⑵の医療費につ
いて、保険金な
どを受け取った
場合は、その金
額を記入します。

例）国税太郎さんが○△病院に通院した場合
　　2月18日　診療：6,500円　通院費（JR、○○バス）往復780円
　　5月28日　診療：5,500円　通院費（JR、○○バス）往復780円
 ○△病院計：12,000円 通院費計：1,560円

※　「□その他の医療費」欄は、例えば、通院費、医療用器具の購入（いず
れも通常必要なものに限ります。）などがある場合にチェックします。

※　通院費の支払先が乗り継ぎ等により複数ある場合には、記入例のよ
うにまとめて記入しても差し支えありません。
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知
っ
て
お
き
た
い
こ
と

振
替
納
税
申
込
み
書

下
書
き
用
申
告
書

医
療
費
控
除
の
明
細
書

切
り
離
し
て
確
定
申
告
書
に
添
付
し
て
く
だ
さ
い

⑵ ⑶

３ 控除額の計算

医 療 費 の 合 計 A B

円

支払った医療費
（合計） A

B
C
D
E
F

G

保険金などで
補てんされる金額
差引金額

（A－B）
（マイナスのときは０円）

所得金額の合計額

Eと10万円のいずれか
少ない方の金額

D×0.05
（赤字のときは０円）

医療費控除額
（C－F）

（最高200万円、赤字のときは０円）

氏　名住　所

㋑㋐ 円

   

※この控除を受ける方は、セルフメディケーション税制は受けられません。

円

⑴

円

円

２ の 合 計

申告書第一表の「所得金額等」の合計欄の金額を転記します。
（注） 次の場合には、それぞれの金額を加算します。

・ 退職所得及び山林所得がある場合・・・その所得金額
・ ほかに申告分離課税の所得がある場合・・・その所得金額
（特別控除前の金額）

なお、損失申告の場合には、申告書第四表（損失申告用）の
「４繰越損失を差し引く計算」欄の90の金額を転記します。

申告書第一表の「所得から差し引かれる金額」の医療
費控除欄に転記します。

医療費通知（※）を添付する場合、右記の⑴～⑶を記入します。
※医療保険者等が発行する医療費の額等を通知する書類で、次の６項目
　が記載されたものをいいます。
　（例：健康保険組合等が発行する「医療費のお知らせ」）
　①被保険者等の氏名、②療養を受けた年月、③療養を受けた者、
　④療養を受けた病院・診療所・薬局等の名称、⑤被保険者等が
　支払った医療費の額、⑥保険者等の名称

（㋑＋㋓）（㋐＋㋒） 円 円

㋒ ㋓

円

１ 医療費通知に記載された事項

２ 医療費（上記１以外）の明細
「領収書１枚」ごとではなく、
「医療を受けた方」・「病院等」ごとにまとめて記入できます。

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費
□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

こ
の
明
細
書
は
、申
告
書
と一緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

⑸ ⑷のうち生命保険
や社会保険などで
補てんされる金額

⑵のうち生命保険
や社会保険などで
補てんされる金額

⑴のうちその年中
に実際に支払った
医療費の額

医療費通知に記載
された医療費の額

⑷支払った医療費
の額⑶医療費の区分⑵病院・薬局などの

支払先の名称
⑴医療を受けた方の
氏名

年分　医療費控除の明細書【内訳書】



45

こ
の
ペ
ー
ジ
は
切
り
離
し
て
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

5.振替納税の新規（変更）申込み
振替納税のお申込み（令和2年分所
得税等の確定申告分）は

令和3年3月15日（月）
まで

申告所得税及び復興特別所得税、消費税及び地方消費税の振
替納税を新規に利用される方又は依頼内容を変更される方
は、このページを手引きから切り離し、次の「預貯金口座振
替依頼書兼納付書送付依頼書」に必要事項を記入し、預貯金
通帳に使用している印鑑を押して確定申告書と一緒に税務署
に提出するか、金融機関へ提出してください。なお、e-Tax
により提出することもできます。

1. 振替納税（口座振替）は全国の銀行（ゆうちょ銀行を含みます。）、
信用金庫、労働金庫、信用組合、農協及び漁協でご利用になれま
す。

2. 振替納税には普通預金、当座預金、納税準備預金、通常貯金等が
ご利用になれます。

 ※  定期預金及び貯蓄預金等ではご利用になれません。また、イ
ンターネット専用銀行等の一部の金融機関、インターネット支
店等の一部の店舗ではご利用になれない場合があります。

3. 提出の際には申告書や添付書類台紙に貼らないでください。

約　　　　定　（必ず確認してください。）
1 預貯金の支払手続については、当座勘定規定又は預貯金規定にかかわらず、私が行うべき当座小切手の振出又は預貯金通帳及び預貯金払
戻請求書の提出などいたしません。
2 指定預貯金残高が振替日において、納付書の金額に満たないときは、私に通知することなく納付書を返却されても差し支えありません。
3 この口座振替契約は、貴店（組合）が相当の事由により必要と認めた場合には私に通知されることなく、解除されても異議はありません。
4 この口座振替契約を解除する場合には、私から（納税貯蓄組合長を経由して）指定した金融機関並びに税務署あて文書により連絡します。
5 この取扱いについて、仮に紛議が生じても、貴店（組合）の責によるものを除き、貴店（組合）には迷惑をかけません。
6 貴店（組合）に対して領収証書の請求はいたしません。

納 付 書 送 付 依 頼 書

預 貯 金 口 座 振 替 依 頼 書

（金融機関経由印）

税務署長あて 氏名 印

私が納付する について、
・ 申告所得税及復興特別所得税　（１期分、２期分、確定申告分（期限内申告分）、延納分）
・ 消費税及地方消費税　　（中間申告分、確定申告分（期限内申告分））

ご利用にならない税目については、二重線で抹消してください。この場合の訂正印は不要です。

・ 申告所得税及復興特別所得税　（１期分、２期分、確定申告分（期限内申告分）、延納分）
・ 消費税及地方消費税　　（中間申告分、確定申告分（期限内申告分））

ご利用にならない税目については、二重線で抹消してください。この場合の訂正印は不要です。

※税務署
整理欄

整理
番号

金融機
関番号

振替
区分

入力
日付

送付
日付

〔     〕 〔       〕

〔     〕 〔     〕 〔     〕

金融機関名

預金の種類 1  普通 2  当座 3  納税準備

口 座 番 号

記 号 番 号

銀 行・信 用 金 庫
労働金庫・信用組合
漁 協 ・ 農 協

本 店・支 店
本 所・支 所
出張所・

御　中

（金融機関お届け印）

（〒　　　－　　　　）　　電話　　　（　　　　）

（申告納税地）

（フリガナ）

あ
な
た
の
住
所

銀
行
等

ゆ
う
ち
ょ

銀
行
以
外

ゆ
う
ち
ょ
銀
行

氏
　
名

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

1 0

　税務署から私名義の納付書が貴店（組合）に送付されたときは、私名義の上記の預貯金から次のとお
り口座振替により納付することとしたいので、下記約定を承認の上依頼します。

以降納期が到来するものを、口座振替により納付したいので、納付税額等

必要な事項を記載した納付書は、指定した金融機関あて送付してください。

1 対象税目

2 振替納付日
納期の最終日（休日の場合は翌取引日）
ただし、納付の日が納期限後となる場合で、法令の規定によりその納付が納期限においてされたものとみなさ

れるときは、貴店（組合）に納付書が到達した日から２取引日を経過した最初の取引日まで。

金融機関
使 用 欄

〈提出先の税務署名を書いてください。〉

〈この依頼書の提出年月日を書きます。〉

口
座
振
替
の
利
用
を
開
始

す
る
申
告
等
の
納
期
限
以

前
の
日
付
を
書
き
ま
す
。

氏
名
を
書

い
て
押
印

し
ま
す
。

口
座
振
替
を
ご
利
用
に
な
ら

な
い
税
目
等
に
つ
い
て
の
み
、

二
重
線
で
抹
消
し
ま
す
。

口
座
振
替
を
す
る
金
融

機
関
の
名
称
・
支
店
名

等
を
書
き
ま
す
。

あ
な
た
の
住
所
と
申
告
書
に
書

い
た
住
所
が
違
う
場
合
に
は
申

告
書
の
住
所
を
書
き
ま
す
。

預
貯
金
口
座
の
届
出
印
を
押
印
し
ま

す
。
印
影
が
不
鮮
明
な
場
合
は
、
横

に
押
印
し
直
し
て
く
だ
さ
い
。

口
座
振
替
を
ご
利
用
に
な
ら

な
い
税
目
等
に
つ
い
て
の
み
、

二
重
線
で
抹
消
し
ま
す
。

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
の
場

合
は
支
店
名
等
の
記

入
は
不
要
で
す
。

あ
な
た
の

住
所
等
を

書
き
ま
す
。

預
貯
金
口
座

の
名
義
を
書

き
ま
す
。

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
の
場
合

は
、
記
号
及
び
番
号
を

そ
れ
ぞ
れ
書
き
ま
す
。

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
以
外
の
銀
行
等

の
場
合
は
、
預
金
の
種
類
を
○

で
囲
み
口
座
番
号
を
書
き
ま
す
。

【注意】　 転居等により申告書の提出先の税務署が変わった場合には、新たに振替納税の手続又は異動後も継続して振替納税を行う旨を記載
した「所得税・消費税の納税地の異動又は変更に関する届出書」を提出する必要があります。
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１
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手
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4

手
順
5

手
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6

手
順
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流
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知
っ
て
お
き
た
い
こ
と

下
書
き
用
申
告
書

振
替
納
税
申
込
み
書

こ
の
ペ
ー
ジ
は
切
り
離
し
て
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

ひとり親
寡 婦 勤 労 学 生

障 特障 国外 年調 同一 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障

円 円 円 円 円 円 円

特障 国外 年調 16 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障 特障 国外 年調 16 別居 調整

障 害 者 特  別
障 害 者

住
民
税

所 得 税 及
復興特別所得税令和 年分の の確定申告書A

氏 名

住 所

フリ 　ガナ

所得の種類 種 目 収 入 金 額

損 害 の 原 因収 入 金 額 支 出 金 額 差 引 金 額

損害金額

氏 名 個 人 番 号

上記の配偶者・親族のうち
別居の者の氏名・住所

生 年 月 日 障 害 者 国外居住 住民税 その他続柄

配偶者

非上場株式の
少額配当等を含む
配当所得の金額

非居住者 配当割額控除額
特別徴収 自分で納付

共同募金、日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

都道府県、市区町村
への寄附

（特例控除対象）

保険金などで
補塡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

損 害 年 月 日 損害を受けた資産の種類など

・ ・

・ ・

給与などの支払者の
名 称 ・ 所 在 地 等 源泉徴収税額

保 険 料 等 の 種 類

合 計

合 計

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

□ 死別　□ 生死不明
□ 離婚　□ 未 帰 還

　 年調以外かつ□　 専修学校等

支払保険料等の計 うち年末調整等以外

◯ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）

◯ 本人に関する事項（⑬～⑯）

◯ 一時所得に関する事項（⑦）

◯ 特例適用条文等

◯ 配偶者や親族に関する事項（⑯～⑲）

◯ 住民税に関する事項

円円

円 円

円 円

円 円

円

円 円 円

円

源泉徴収税額の合計額43

22

円

⑨
社
会
保
険
料
控
除

⑪
生
命
保
険
料
控
除

氏
名

住
所

⑩
等
掛
金
控
除

小
規
模
企
業
共
済

⑫
料

控

除

地
震
保
険

◯ 保険料控除等に関する事項（⑨～⑫）

◯ 雑損控除に関する事項（◯）

寄附先の
名 称 等 寄附金

円

円 円 円

24◯ 寄附金控除に関する事項（◯）

明･大
昭･平

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

6.下書き用申告書
下書き用申告書（第二表） ※ 第一表は、この裏面にあります。

申告書作成の際
に切り離すなど
してご利用くだ
さい。

個人番号は、提出用の申告書に記入してください。

個人番号は、提出用の申告書に記入してください。

個人番号は、提出用の申告書に記入してください。

個人番号は、提出用の申告書に記入してください。

個人番号は、提出用の申告書に記入してください。

個人番号は、提出用の申告書に記入してください。
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下書き用申告書（第一表）

こ
の
ペ
ー
ジ
は
切
り
離
し
て
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

（　　　　　　）

雑

給 与 区
分

合 計
（①＋⑤＋⑥＋⑦）

合 計
（◯＋◯＋◯＋◯）

区
分

配 偶 者
（特別）控除

区
分
２

区
分
１

区
分

区
分

区
分

区
分

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

⑰
～⑱

⑮
～⑯

⑬
～⑭

課税される所得金額
（ ⑧ － ◯ ）

上の◯に対する税額

配 当 控 除
（特定増改築等）
住宅借入金等
特 別 控 除

区
分
２

区
分
１

政党等寄附金等特別控除

差 引 所 得 税 額

住宅耐震改修
特 別 控 除 等

区
分

災 害 減 免 額
再 差 引 所 得 税 額
（ 基 準 所 得 税 額 ）

復興特別所得税額

所得税及び復興特別所得税の額

～

～

（ ◯ ＋ ◯）

（◯－◯－◯－◯）

（ ◯ × 2 .1％）

外国税額控除等

申告納税額 納める税金
還付される
税 金

源 泉 徴 収 税 額

区
分

配偶者の合計所得金額

公的年金等以外の
合 計 所 得 金 額

未納付の源泉徴収税額

雑所得・一時所得の
源泉徴収税額の合計額

延 納 届 出 額

申 告 期 限 ま で に
納 付 す る 金 額

そ

の

他
延
納
の
届
出

税

金

の

計

算

郵便局
名　等
口座番号
記号番号

受

取

場

所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

預 金
種 類

普通 当座 貯蓄納税準備

銀行
金庫・組合
農協・漁協

本店・支店
出張所
本所・支所

整

理

区
分
異
動
管
理
補 確

通　信
日付印

年 月 日

（ ◯ － ◯ ）

◯－◯－◯－◯－◯
－◯－◯－◯－◯

収
入
金
額
等

所

得

金

額

等

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

30
32

33
35

～
41
42

配 当

一 時

給 与

配 当

一 時

公的年金等

業 務

そ の 他

②から④までの計

雑

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦、ひとり親控除

基 礎 控 除

⑨から⑳までの計

雑 損 控 除

医療費控除 　　

寄 附 金 控 除

⑲

⑳

24

25

23

22

21

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

勤労学生、障害者控除

25

26

27 28 29 30 31
32 33 34 35

36 37

38

38 39

4140 42 43

26

27

28

29

36

37

38

39

40

43

44

45

46

47

48

49

50

51

扶 養 控 除

公的年金等

業 務 　 　

そ の 他

21 22 23 24

再 差 引 所 得 税 額
（ 基 準 所 得 税 額 ）

復興特別所得税額

所得税及び復興特別所得税の額
（ ◯ ＋ ◯）

（ ◯ × 2 .1％）計

（ ◯ － ◯ ）36 37

38

38 39

38

39

40
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